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1.医師確保対策について
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(出典)医師・歯科医師・薬剤師調査
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※は2007年
注1単純平均とは、各国の人口当たり医師数の合計を国数で割つた数のこと。
注2加重平均とは、全医師数を全人口で割つた数のこと。
注3カナダロフランス・ギリシャ・イタリア・トルコは現職医師数を、アイルランド・オランダ・ポルトガル・スウェーデンは総医師数を用いている。

OECD Hea:th Data2010よ り
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(凡例)人口10万人当たり医師数
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(出典)医師・歯科医師・薬剤師調査
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(出典)医師・歯科医師・薬剤師調査
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救急出動件数及び搬送人員数ともに、10年間で急増。
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「救急・救助の現況」「救急・救助の概要」(総務省消防庁)
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「救急・救助の現況」(総務省消防庁)のデータを基に分析したもの
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産婦人科・産科医数の推移
分娩取り扱い施設の推移 出生千人当たり産婦人科口産科医師数
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医師が医療機関に滞在する時間のうちt診療 1教育等の時間を合計しt休憩1時間|‐自己研修‐研
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(出典)「 日本の医師需給の実証的調査研究」
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(注 )医師が25歳で卒業すると仮定した場合の就業率である。
「日本の医師需給の実証的調査研究 」(主任研究者 長谷川敏彦 )
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人口10万人当たりの医師数 (都道府県別)

医師・歯科医師・薬剤師調査(平成20年 )で人口10万人当たりの医師数をみると、
日全国平均で224.5人、都道府県別では、146.1人 (埼玉県)から299.4人 (徳島県)まで分布
口従事場所別にみると、病院が136.5人、診療所が76.5人。これを比率(病院従事者 :診療所従事者)にすると、
全国では約1.811、 都道府県別では、約1.411(群馬県)から約2.811(沖縄県)まで分布
という状況。

鑢 病院 (医育機関附属病院以外 ) ‐■医育機関附属病院 : :診療所 ‐■その他 …一人口10万当たり病床数

(人ノ人口10万 ) (床ノ人口10万 )
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全 北 青 岩 宮 秋 山 福 茨 栃 群 埼 千 東 神 新 富 石 福 山 長 岐 静 愛 三 滋 京 大 兵 奈 和 鳥 島 岡 広 山 徳 香 愛 高 福 佐 長 熊 大 宮 鹿 沖

国 鱈 森 手 城 田 形 島 城 木 馬 玉 葉 京 奔 潟 山 川 井 梨 野 阜 岡 知 重 賀 都 阪 庫 良 諮 取 根 山 島 口 島 川 媛 知 岡 賀 崎 本 分 崎 醤 縄

※医療施設調査、医師・歯科医師・薬剤師調査 (各平成20年)に基づき作成



人口当たり診療所数 (都道府県別)

駿有床診療所 ■無床診療所 圏歯科診療所
(施詢 10万人)

○ 人口10万人当たリー般診療所数は78施設 (うち、有床診療所が9施設、無床診療所が69施設)、 歯科診療所
が53施設となつている。
O都 道府県別にみると、人口10万人当たり種類別で、以下のように分布。
・有床診療所 :滋賀県の3.6施設 (県内50施設)～ 長崎県の27.2施設 (県内391施設)
・無床診療所 :沖縄県の48.5施設(県内667施設)～ 島根県の93.2施設 (県内676施設)
・歯科診療所 :福井県の34.6施設(県内281施設)～ 東京都の82施設 (都内10,529施設)
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人口10万人当たり病院病床数、病院平均在院日数 (平成21年 )

○ 人口10万人当たりの病院病床数は、全国平均は1256.0床。

都道府県別にみると、最多は高知県(2488.5床 )、 最少は神奈川県(826.7床 )。
O病 院平均在院日数は、全国平均で33.2日 。
都道府県別にみると、最長は高知県(53.1日 )、 最短は東京都 (25.5日 )。
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全北青岩宮秋山福茨栃群埼千東神新富石福山長岐静愛三滋京大兵奈和鳥島岡広山徳香愛高福佐長熊大宮鹿沖

国海森手城田形島城木馬玉葉京奈潟山川井梨野阜岡知重賀都阪庫良歌取根山島口島川媛知岡賀崎本分崎児縄

蜀 一般病床

韓 療養病床

聰 結核病床

― 感染症病床

繭 精神病床

― 平均在院
日数

島

(出典)医療施設調査・病院報告
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開設者別人口10万人当たリー般病床数 (都道府県別)

■国口公的・社保  簿医療法人  爾その他の法人 ■個人

全 北 青岩 宮秋 山福茨 栃 群 埼 千 東 神 新 富 石福 山長 岐静 愛 三滋 京大 兵奈 和 鳥 島 岡 広 山徳 香 愛 高福 佐 長 熊大 宮鹿 沖
国海 森手 城 田形 島城 木 馬 玉葉 京 奈 潟 山川 井 梨野 阜 岡知 重 賀都 阪庫 良歌 取 根 山 島 口島川 媛知 岡賀 崎 本 分 崎児 縄
道             川 山                  島

0人 口10万人当たリー般病床を開設者別に分けてみると、国口公的・社保が338.7床、
医療法人が239.1床、その他の法人が119.9床、個人が12.1床となっている。

出典 :医療施設調査



病院等における必要医師数実態調査の概要
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病院等における必要医師数実態調査について

<調査の目的> 全国統一的な方法により各医療機関が必要と考えている医師数を調査
<調査の期日> 平成22年6月 1日現在
<調査の対象> 全国の病院及び分娩取扱い診療所を対象(10,262施設)
<回 収 率> 病院88.5%、 分娩取扱い診療所64.0%の合計で84.8%

調査結果のポイント

○ 現員医師数(167,063人 )に対する倍率
・必要求人医師数 18,288人  1.11倍
・必要医師数   24,033人  1.14倍

(必要医師数=必要求人医師数+求人していないが必要と考える医師数)

○ 現員医師数に対する倍率が高い都道府県

・必要求人医師数 :島根県1.24倍、岩手県1.23倍、青森県1.22倍
・必要医師数  :岩手県1.40倍、青森県1.32倍、山梨県1.29倍

○ 現員医師数に対する倍率が高い診療科

・必要求人医師数 :リハビリ科1.23倍、救急科1.21倍、呼吸器内科1.16倍、
・必要医師数  :リハビリ科1.29倍、救急科1.28倍、産科1.24倍、
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(病院の勤務医の過重労働 )

○病院の医師が夜勤・当直などで

疲弊し、病院の医師不足に拍車

をかけている。

(医師の診療科偏在 )

o産科、救急など特定の診療科の

医師が不足している。

(医師の地域偏在 )

○対人口比でみても、全国的に大

都市に医師が集中し、周辺地域

やへき地で医師が不足してい

る。

(チーム医療・看護人材確保 )

○医療の高度化・複雑化に伴い業

務量が増大している。

◆‐医‐師の診療科偏森二|1地域偏鶴
|||||11■11111111=|:|111111111111111111::ltil1111=||1111111■ |||■ 111■ 1111111車■1年

>医師のキヤリア形成の支援と一羽
等を行うため、先行的に15の都更

センター」の運営を支援 (23年層

>救急、分娩、新生児医療を担う菖
年度予算案 37億円)
>都市部の病院と医師不足地域の中小病院・診療所が連携した臨床研
修を行うことについて支援 (23年度予算案・新規 10億円)
>医師不足地域の臨床研修病院において研修医が宿日直等を行う場合
の医療機関への財政支援 (23年度予算案 13億円) 等

,I率鮮‐暉聟青総雖1繋臨慕島塞轟轟熱111
>出産・育児等により離職している女性医師の復職支援のための者F道
府県への受付・窓回の設置等の支援

>病院内保育所の運営等に対する財政支援

‐,‐聾■‐野幕軍窯轟窯11蘇無轟鎮轟轟轟 i懇感黒醸襲釉塁浴厄冬卜
>都道府県に設置された基金を拡充し、都道府県 (三次医療圏)単位
の医療課題の解決に向けて都道府県が策定する「地域医療再生計

画」に基づく取組を支援

‐,|千‐
=4曜
療9織準 1‐111無轟轟黒轟基:翻桶 1基鍮鰤盤轟癬潮 1熱鱚蒸ζ

>チーム医療を推進し、医療関係職種の業務の効率化・負担軽減を推
進するため、チーム医療の安全性や効果の実証を実施
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(在宅医療の推進 )

○在宅において、医療と介護を包

括的に提供するための拠点整備

や医師・看護師・介護士などの

多職種連携が不十分である。

(医療分野の情報化の推進 )

○地域連携に資する医療分野の情

報化の推進や地域格差を解消す

るための遠隔医療の普及が進ま

ない。

1,.百蓄撃早肇督薄蒲9繁盤桑1轟盛轟無轟難鍵轟:轟影釉文蜃茫瀑米
>新人看護職員研修ガイドラインに沿つた研修等に対する財政支援
>病院内保育所の運営等に対する財政支援            

‐

>看護師等養成所の運営等に対する財政支援  等

◆在宅‐医療の推進

>在宅医療連携拠点 (在宅療養支援診療所等を予定)に看護師やケア
マネージャーなどを配置し、病院・診療所・訪問看護ステーショ

ン・薬局等がチームとして在宅医療を提供するためのネットワーク

構築を支援 (平成23年度予算案・新規 1.1億円)
>寝たきりの高齢者や障害者等への在宅歯科診療について、医科、介
護等との連携体制の構築、人材の確保、在宅歯科医療機器の整備等

への財政支援 (平成23年度予算案 2.5億円)

,1野鷲 軍節 憔 蝙 編 1轟1基基鰺 軋 鉤 鞣 餞 燒

>地域医療連携の充実に必要なWeb型電子カルテシステムの導入に
対する財政支援 (23年度予算案 2.5億円)

>遠隔医療の実施に必要な機器等の整備に対する財政支援 (23年度
予算案 8.3億円の内数 )

難
“一椰ヽ

‖毒
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(周産期医療の不足)

○周産期医療の病床や医師・看護

師等が不足。

(救急患者の受入れに時間がかか

る)

○救急患者が、病院に受け入れら

れるまでの時間の短縮。

,‐即‐肇輩‐曜雖 菫l10A轟lL轟墨轟墨123鍵轟i轟軸黒
>周産期母子医療センターのMFICU(母体・胎児集中治療
室)、 NICU(新生児集中治療室)等に対する財政支援
>NICU等に長期入院している小児の在宅への移行促進

>重篤な救急患者を24時間体制で受け入れる救命救急センター
に対する財政支援

>二次救急医療体制の充実
― 受入困難患者の受入れを確実に行う医療機関の空床確保
に対する財政支援

>重篤な小児救急患者に対する医療の充実を図るため、「Jヽ児
救命救急センター」や小児集中治療室に対する財政支援

>早期治療の開始と迅速な搬送による救命率の向上を図るた
め、 ドクターヘリ事業を推進
>各都道府県において策定された地域の搬送・受入ルールに基
づく救急搬送体制構築の支援  【総務省消防庁と連携】
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H22補正 地1域1医1療1再1葬1臨,時1特1例i糞:難1奎|め1拡:充 |

現状の課題

現在の地域医療再生計画は、二次医療圏を基本単位としていることから、都道府
県単位 (三次医療圏)の広域医療圏における医療提供体制の考え方が、十分に計画
されているとはいえない状況である。

事業概要

◎都道府県が策定する地域医療再生計画に基づく事業を支援

O対象地域 都道府県単位 (三次医療圏)※一次・二次医療圏を含む広域医療圏
○対象事業 地域の実情に応じて自由に事業を決定
O計画期間 平成25年度までの4年間
O予算総額  2,100億円 (15億円X52地域、加算額 1,320億円)
※52地域のうち新成長戦略に資する高度・専門医療機能を担う医療機関の整備口拡充などを伴う大規模事業のケースに加算

○計画の評価口助言は、厚生労働省に設置する有識者による会議で実施



地域医療支援センター運営経費 平成23年度予算 (案)5.5億円
′・ ●・・●●●●・ ●●●●●●●″″●●

医師の地域偏在 (都市部への医師の集中)の背景
>高度・専F5医療への志向、都市部の病院に戻れな<なるのではないかという将来への不安等

ｌ
‐
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地域医療支援センターの目的と体制

地域医療を志向する医師に
係る県域を越えた情報交換
と配置の調整

最新の医療技術習得のた
めの研修参加

お樹        雰鯵晟

地域医療支援センターの役割

都道府県内の医師不足の状況を個々の病院レベルで分析し、優先的な医師配置を判断。
医師のキャリア形成上の不安を解消しながら、大学と調整の上、確保した医師を地域の
医療機関に配置。

医師を受入れる医療機関に対し、医師が意欲を持つて着任可能な環境作りを指導口支援。
公的補助金決定にも参画する権限を付与。

＞

＞

平 成 23年度 は 、15箇所 ※で先 行 的 に事 業 を実 施 。 ※「県内医師の地域偏在が大きい」、「へき地、無医地区が多い」等を基に選定予定。
先行事例の経験を蓄積し、今後の取組に活かしていくことで、各都道府県の医師確保対策の取組みを継続的に支援。
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【医師の適正配置】

【情報分析・方針策定】
>必要医師数実態調査の結果や個別病院へのヒア
リング等により、都道府県内の医師不足の状況や

濡燿再蔵製 翻 ♂ 翡

【医師を必要な地域に配置】

【指導を受けられる環境を整
備】
>若い医師が様々な地域で
医療技術を磨けるよう、地
域医療の経験者等を指導
医として計画的に養成し、
配置する。

【学びの機会を提供】
>代替医師を確保して、地域医
療に従事する医師に、キャリア
に応じた中核病院での研修や
学会への出席等最新の医療に
触れられる機会を提供する。

【協力関係の構築】
>大学、中核病院、医師会等との意見調整等を
行う。また、地域で医師を受け入れる医療機関
に、医師が意欲を持って着任できるような環境
整備のための指導・支援をする。

【配置するための医師の確保】

【キヤリア形成の不安を解消】
>本人の意向も尊重しながら、地域の
医療機関と県内中核病院とのロー
テーションを経験する中で、地域の医
療機関で指導医として活躍したり、専
門医(認定医)を取得したり出来るよう
キヤリア形成を支援する。

【情報発信・コーディネート】

【様々な相談への対応】
>県内外の医師、医学生、高校 生などからの
様々な相談にお答えする。また、HPを開設し、
求人・求職情報や県内の医師確保対策の内
容などの情報を発信する。
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「チーム医療の推進について」 (平成22年 3月 19日 チーム医療の推進に関する

検討会取りまとめ)を受け、様々な立場の有識者から構成される会議を開催し、
同報告書において提言のあつた具体的方策の実現に向けた検討を行う。 (平成22

年5月 12日 に設置 )

構成員  (o:座長)

有 賀  徹  昭和大学医学部救急医学講座 教授    中山 i洋子  日本看護系大学協議会 会長

太 田 秀樹  全国在宅療養支援診療所連絡会 事務局長  半 田 ―登  日本理学療法士協会 会長

Jヽり:l  彰 全国医学部長病院長会議会長       藤りII謙 :二  日本医師会常任理事

北村 善 明  日本放射線技師会 会長

堺  常雄  日本病院会 会長

坂本 す が  日本看護協会 副会長

島崎 謙 治  政策研究大学院大学 教授

藤本 晴枝  NPO法人地域医療を育てる会 理事長

宮村 一 弘  日本歯科医師会 副会長

山 口  徹 虎のFl病院 院長

山本 信 夫  日本薬剤師会 副会長

○ 永 井 良 三  東京大学大学院医学研究科 教授     山本 隆 司  東京大学大学院法学政治学研究科 教授

※ 会議の下に、「チーム医療推進方策検討ワーキンググループ」及び「チーム医療推進のための看護業務検討
ワーキンググループ」を設置。



平成 23年度予算案の概要
(厚生労働省医政局 )
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要求枠
元気な日本復活特別枠
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平成22年度当初予算額
差 引 増 ▲ 滅 篠
対  前  年  度  比

1, 9

▲ 2

87. 3%

(注)上記計数には、厚生労働科学研究費補助金等は含まない。

「元気な日本復活特別枠」で要望した事業の予算案

・地域医療確保推進事業                 19.1億 円

・地域医療支援センター運営経費
・臨床研修指導医の確保事業
・チーム医療の実証事業

・健康長寿のためのライフ・イノベーションプロジェクト
※ 医政局分のみ計上

※ 上記計数には、研究事業 (厚生労働科学研究補補助金)を含めて計上

口世界に先駆けた革新的新薬 口医療機器創出のための
臨床試験拠点の整備事業             33.3億 円

※ うち77億円は研究事業 (厚生労働科学研究費補助金)
・ 再 生 医 療 の 実 用 化 研 究 事 業 暉 生労働科学研究費補補助金 )

自先端医療技術等の開発・研究の推進事業
(国立高度専門医療研究センター )

5.5億円
10億 円
3.6億円

85.3億円

―-150-―



主 要 施 策

1.地域医療確保対策の推進
43, 495百 万円 (52, 366百 万円 )

師の地域偏在の是正など地域医療を担う人材の確保を図るとともに、質の
い医療サービスを実現し、国民が安心・信頼できる医療提供体制を確保する

(1)地域医療支援センターの整備 546百 万円

地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援 と一体的に医師不足病院への医師の

配置等を行 うため、都道府県※が実施する 「地域医療支援センター」の運営について財

政支援を行い、各都道府県の医師確保対策の取組を支援する。 (新規・特別枠 )

※ 平成23年度は、先行的に、県内医師の地域偏在が大きい、へき地、無医地区が多い等の15の都道
府県で実施予定。

(2)臨床研修の充実 1, 096百 万円

① 医師不足地域における臨床研修の充実 (新規・特別枠) 1, 003百 万円

医師不足地域の臨床研修指導医や研修医を確保するため、大学病院や都市部の中核病院

と医師不足地域の中小病院 。診療所が連携した臨床研修の実施について財政支援を行 う。

② 臨床研修の質の向上及び研修医の確保等に向けた臨床研修病院群の形成促進 (新規)
93百 万円

地域の特色ある研修プログラムの作成や研修医の適正配置に関する協議など臨床研修の

質の向上や地域医療を担う人材の確保に向けた取組 (臨床研修病院群の形成 )を促進する。

(3)チーム医療の総合的な推進 365百 万円

看護師、薬剤師等医療関係職種の活用の推進や役割の拡大によリチーム医療を推進し、

各職種の業務の効率化・負担軽減等を図るとともに、質の高い医療サービスを実現するた

め、チーム医療の安全性や効果の実証を行 う。 (新規・特別枠 )

(4)女性医師等の離職防止・復職支援   
′

2, 200百 万円

出産や育児等により離職している女性医師の復職支援のため、都道府県に受付・相談窓

口を設置し、研修受け入れ医療機関の紹介や復職後の勤務態様に応 じた研修を実施する。

また、病院内保育所の運営に対する財政支援について、新たに休日保育を対象に加え、

子どもを持つ女性医師や看護職員等の離職の防止、復職支援の充実を図る。
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(5)看護職員の確保策等の推進 7, 583百 万 円

看護の質の向上や安全な医療の確保、早期離職防止の観点から、新人看護職員研修の更
なる普及や充実を図るため、新たに新人看護職員を指導する教育担当者及び実地指導者に
対する研修等を実施するとともに、病院内保育所や看護師等養成所の運営に対する財政支
援を行 う。

へき地医療支援事業の企画・調整などを行う「へき地医療支援機構」の充実を図るほか、
へき地医療の現場を担う人材を育成するため、へき地医療拠点病院における人材育成機能
を強化する。

① 在宅医療の推進 (新規) 109百 万円
在宅医療を希望する患者ができる限り住み慣れた地域や家庭で生活を送ることを
支えていくため、医療・福祉・保健にまたがる様々な支援を包括的かつ継続的に提供
していく連携体制の構築に向けた取組を行 う。

② 在宅歯科医療の推進 245百 万 円

生涯を通じて歯の健康の保持を推進するため、寝たきりの高齢者や障害者等への在宅歯
科医療について、地域における医科、介護等との連携体制の構築、人材の確保、在宅歯科
医療機器の整備等について財政支援を行う。

新成長戦略 (平成22年 6月 閣議決定)等を踏まえ、シームレスな地域連携医療を実現す
るため、医療機関間等でのデータ共有や、個人が自らの診療情報等を電子的に管理・活用
できる仕組みを構築するための実証事業を実施し、情報サービスの確立を目指す。(新規)
また、電子カルテ導入等の医療分野の情報化の推進や遠隔医療の設備整備に対する支
援を行い、地域医療の充実を図る。

(9)歯科保健医療対策の推進 476百 万円

8020運 動について、成人の歯科疾患予防や検診の充実を行 うなど、生涯を通じた
歯の健康の保持を引き続き推進する。

全てのライフステージにおける国民の歯・口腔の健康状態の把握や、8020運 動等
をはじめとした取組の効果について検証を行うため、歯科疾患に関する実態調査を行う。
また、安全で安心かつ良質な歯科保健医療を提供する観点から、歯科医療現場におけ
る院内感染対策の取組状況等の情報収集等を行い、国民や歯科医療関係者へ歯科医療に
関する情報発信を行 う。

(6)へ き地などの保健医療対策の充実 2, 013百 万円

(7)在宅医療・在宅歯科医療の推進 417百 万円

(8)医療分野の情報化の推進 890百 万円
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2.救急医療・周産期医療の体制整備

20, 731百 万円 (23, 826百 万円)

救急、周産期等の医療提供体制を再建し、国民の不安を軽減する

(1)救急医療体制の充実 13, 748百 万 円

① 救急医療体制の整備 5, 286百 万円

救急患者の円滑な受入れが行われるよう、受入困難患者の受入れを確実に行 う医療機

関の空床確保に対する財政支援を行 うとともに、重篤な救急患者を24時間体制で受け入

れる救命救急センターヘの財政支援を行 う。

② ドクターヘリ導入促進事業の充実

早期治療の開始と迅速な搬送による救命率の向上を図るため、

乗する救急医療用ヘリコプター)事業を推進する。

③ 重篤な小児救急患者に対する医療の充実

2,932百 万円

ドクターヘ リ (医師が同

457百 万円

超急性期にある小児の救命救急医療を担 う「小児救命救急センター」の運営への支援や、

その後の急性期にある小児への集中的 。専門的医療を行 う小児集中治療室の整備等に対す

る財政支援を行 う。

(2)周産期医療体制の充実 7, 123百 万円

地域において安心して産み育てることのできる医療の確保を図るため、総合周産期母子

医療センターやそれを支える地域周産期母子医療センターのllFICU(母体・胎児集中治療

室)、 NICU(新生児集中治療室)等に対する財政支援を行 う。

―-153-―



3.革新的な医薬品 口医療機器の開発促進

20,694百 万円(21,374百 万円 )

日本発の革新的な医薬品
。医療機器を創出するため、世界に先駆けてヒトに初めて新

規薬物・機器を投与
。使用する臨床試験等の実施拠点となる医療機関の人材確保、診断

機器等の整備、運営に必要な経費について財政支援を行 う。 (新規
・特別枠 )

医薬品開発の迅速化を図り、ドラッグラグの解消に資するため、外国
の研究機関との

国際共同治験・臨床研究を実施する拠点の体制整備を行 うとともに、国内に
おける未承

認薬等の開発を推進するための治験支援拠点等の体制整備を行 う。

革新的な医薬品 。医療機器の臨床研究・実用化を促進するために、再生医療、次世代

ワクチン、ナノメディシン、活動領域拡張、希少疾病
への研究費の重点化等を行 う。

高度な臨床研究・治験を実施する人材の育成と確保を図るため、臨床研究
コーデイネ

ーター及びデータマネジャー育成に対する支援を行い、質の高い臨床研究
・治験の実施

体制の強化を図る。 (新規 )

後発医薬品に関する理解を向上させるため、各都道府県に設置した協議会にお
いて、

地域の実情に応じた事業を検討
。実施するとともに、新たに保険者が差額通知サービス

(被保険者に対する後発医薬品を利用した場合の自己負担額の軽減の周知)を導入 しや

すくするための環境作 りを行い、よリー層の推進を図る。

革新的新薬 目医療機器創出のための臨床試験拠点の体制整備、研究費の重点

配分など、革新的な医薬品
理医療機器の開発を促進する

(1)世界に先駆けた革新的新薬・医療機器創出のための臨床試験拠点の整備
整備事業 2, 559百 万円
研究事業   770百 万円

(2)グ ローバル臨床研究拠点等の整備 518百 万円

(3)医薬品・医療機器に関する研究費の重点化・拡充 17,205百 万円

(4)質の高い臨床研究・治験の実施体制の強化

(5)後発医薬品の使用促進 101百 万円
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4。 その他

① 国立高度専門医療研究センター及び(独)国立病院機構における政策医療等の実施
67, 563百 万円

全国的な政策医療ネ ッ トワークを活用 し、がん、循環器病等に関する高度先駆的医療、

臨床研究、教育研修、情報発信等を推進する。

② 先端医療技術等の開発 “研究の推進 (国立高度専門医療研究センター)(新規・特別枠 )
4, 300百 万円

国立高度専門医療研究センターの豊富な症例数、専門性等を活かし、バイオリソース

(血液等の生体試料)等の蓄積、先端医療技術等の開発を進めるとともに、知的財産
管理のための人材確保を行 う。

(2)日立ハンセン病療養所の充実 34, 450百 万円

居住者棟の更新築整備を推進するとともに、リハビリ体制を強化するなど、入所者に

対する医療及び生活環境の充実を図る。

(3)経済連携協定に基づく外国人看護師候補者の円滑かつ適正な受入等
268百 万円

経済連携協定に基づく外国人看護師候補者を円滑かつ適正に受け入れるため、看護導

入研修を行 うとともに、受入施設に対する巡回指導や 日本語の習得を含めた看護師国家

試験の合格に向けた学習の支援を行 う。

(4)国際医療交流 (外国人患者の受入れ)のための体制整備に向けた取組
35百 万円

新成長戦略において国際医療交流を推進するとされたことを踏まえ、外国人患者を

受け入れる医療機関の質の確保を図ることを目的に、外国人患者の受入に資する医療

機関の認証制度の整備に向けた取組を行 う。 (新規)

(1)国立高度専門医療研究センター及び (独 )国立病院機構における政策医療等の実施等
71, 863百 万円

【うち、元気な日本復活特別枠 4,300百 万円 】
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(5)統合医療の情報発信に向けた取組 10百万円

近代西洋医学と伝統医学・相補代替医療を組み合わせた統合医療について、国民に

わかりやすく、適切な情報発信を行 うため、統合医療の技術評価の手法、情報発信の

対象、情報発信の在 り方等について検討を行 う。 (新規)

(6) 死因究明体制の充実に向けた支援 198百 万円

異状死及び診療関連死の死因究明を進めるとともに、死亡時画像診断の取組を促進

させるため、医療機関等に対する支援を行 う。
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3.平成23年度の主な税制改正について

平成 23年度税需I改正の概要
(医政局抜粋)

平成 22年 12月

m)辱生労働省
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口番号の前に *印を付 してある項目は主要望官庁が他省庁で、共同要望をしている項目

である。

貫″肩し
'涯
療ツーどアの安定Zな″″ θ鶴″       ″″

① 社会保険診療報酬に係る非課税措置の存続 〔事業税〕
医療とりわけ社会保険診療の高い公共性に鑑み、社会保険診療報酬に

係る事業税の非課税措置を存続する。

なお、平成 22年度の議論を踏まえつつ、地域医療を確保するために必

要な措置について、来年 1年間議論し、結論を得ることとされた。

② 医療法人の社会保険診療以外部分に係る軽減措置の存続 〔事業税〕
医療事業の安定性・継続性を高め、良質かつ適切な医療を効率的に提供

する体制の確保に資する医療法人制度を支援するため、医療法人の社会

保険診療以外の部分に係る事業税の軽減措置を存続する。

なお、平成 22年度の議論を踏まえつつ、地域医療を確保するために必

要な措置について、来年 1年間議論じ、結論を得ることとされた。

③ 高額な医療用機器に関する特別償却制度の適用期限の延長 〔所得税・法人税〕
医療保健業を営む個人又は法人が、取得価格 500万円以上の医療用機器を取

得 した場合に、取得価格の 14%の特別償却を認める特例措置の適用期限につい

て、対象機器の範囲から心電図及び顕微鏡を除外し、償去「率を 12%に 引き下げ

た上で 2年延長する。

④  医療安全に資する医療機器等の導入に係 る特別償却制度の適用期限の延長
〔所得税・法人税〕

医療保健業を営む個人又は法人が、医療安全に資する医療機器等を取得 した

場合に、取得価格の 20%の特別償却を認める特例措置について、対象機器の範

囲から、生体情報モニタ連動ナースコール制御機、注射薬自動払出機、医療情

報読取照合装置及び特殊寝台を除外 し、償却率を 16%に 引き下げた上で適用期

限を 2年延長する。

*⑤  グ リー ン投資減税の創設 〔所得税、法人税、法人住民税、法人事業税〕
低炭素成長社会の実現等のために、病院等が C02排 出削減に相 当程度
の効果が見込まれ る省エネ・低炭素設備等 を取得 した場合、取得価額の

30%の 特別償却等を認める特例措置を創設する。

*⑥ 試験研究費の総額に関する税額控除制度の存続 〔所得税、法人税〕
試験研究費総額の一定割合を納付税額から控除できる制度のうち、控除限度害1

合が拡充されている特例措置について、適用期限の到来をもつて廃止する。なお、

医薬品・医療機器関連企業等の試験研究を活性化するため、引き続き制度自体は

存続するとともに、新たに法人実効税率が 5%引 き下げられることとなつた。



4.医 療安全対策について

厚生労働省 においては、平成 14年 4月 に医療安全対策検討会議 において取

りま とめた 「医療安全推進総合対策」及び平成 15年 12月 の 「厚生労働 大臣

医療事故対策緊急 ア ピール」に基づ き、各般 の取組み を進 めてきた と
ころであ

る。

さらに、平成 17年 6月 に医療安全対策検討会議 において、 これ までの 「医

療安全推進総合対策」に基づ く対策 の強化 と新たな課題
への対応 について、「今

後 の医療安全対策 について」が とりま とめ られ、 この報告書 に基
づ き、各般 の

取組 の充実強化 を図 るとともに、平成 18年 の医療法改正 においては、医療安

全支援セ ンターの制度化や全ての医療機 関に対 し医療安全 の確保 を義務付 ける

な ど、総合的な取組み を進 めてい るところである。

各都道府 県等 におかれ ては、「医療安全支援セ ンター」の 円滑な運営及び
二

次 医療 圏にお ける体制整備 を引き続 き推進 し、その充実強化 を図 るとともに、

管下医療機 関にお ける適切 な医療安全の確保 について、立入検査等 を通 じて適

切 に指導す るな ど、積極的な取組 をお願 い したい。

(1)医 療安全支援セ ンターの設置
医療安全支援セ ンター については、平成 16年 5月 に全 ての都道府県での

設置 を完了 してい るところであるが、二次医療圏及び保健所設置市 区
の一部

ではまだ設置 され ていない状況であるため、早期設置 に向けた積極的な取組

みをお願 い したい。

なお、本セ ンター設置 に係 る経費 については、医療 に関す る相談 は地域住

民に身近 な事業であること、地方 自治体 における主体的
。自主的な取組み を

推進す る必要 があるこ とな どか ら、本セ ンターに係 る人件費、基本運営費、

協議会 の設置・運営、各種研修 の実施 、相談事例 の収集・情報提供等 に係 る

経費 について、平成 15年 度 よ り地方財政措置 を講 じている。

また、平成 18年 の医療法改正 においては、本セ ンター を法律上 に位置づ

け、その機能 の充実強化 を図つた ところである。

厚生労働省 においては、各都道府県等 における本セ ンターの設置
・運営が

円滑 に進 め られ るよ う、相談職員等 に対す る研修 、相談事例等 の収集
・分析

・情報提供 な どの総合 的な支援 として、
「医療安全支援セ ンター総合支援事

業」 を引き続 き実施す ることとしてい る。

(参考 1)医 療安全支援セ ンター体制図

(2)医 療機 関における医療安全の確保
医療機 関にお ける組織的な医療安全 の確保 を図 るため、平成 18年 の医療
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法改正 によ り、平成 19年 4月 か ら全ての医療機 関に対 して、安全 に関す る
職員の研修 の実施 な ど医療安全 の確保 を義務付 け、その充実強化 を図 つた と

ころである。

各都道府県等 におかれ ては、医療機 関へ の立入検査等 を通 じて、管下医療

機 関にお ける医療事故防止対策 の取組強化 が図 られ るよ う適切 な指導 をお願

い Lプセ1い。

(3)医 療安全対策 に関す る情報の提供
現在 、医療事故等 の事例 に関 しては、特定機能病院や大学病院等 に対 して

日本 医療機能評価機構への報告 を義務付 け、同機構 において収集・分析 し、

分析結果 を提供す る事業 を行 っている ところである。

さらに、平成 18年 12月 よ り、同機構 において収集 され た事例の うち特
に注意 が必要 な事項 については、「医療安全情報 」 として医療機 関等 に向け

て月 1回程度発信 してい るところである。
これ らの情報 を各 医療機 関等が活用 し、効果的な取組みがな され るよ う、

各都道府 県等 におかれて も、引き続 き管 下医療機 関等への周知 をお願 い した

い 。

(参考 2)医 療安全情報

(4)医 療安全推進週間の実施 (平成 23年 度 は 11月 20日 か ら 1週間 )
厚生労働大 臣提唱の 「患者 の安全 を守 るための共 同行動」 (PSA:Patient
Safcty Acuon)の 一環 として、当該週間を中心に、医療安全 に関す るワー クシ

ョップ等 を開催す ることとしてい る。

各都道府県等 におかれ て も、引き続 き、当該週間に合わせて様 々な事業 を

実施す ることによ り、関係者 の意識啓発 を図つていただきたい。

(5)診 療行為 に関連 した死亡の調査分析モデル事業
診療行為 に関連 した死亡の原 因を調査 し、再発 防止策 を検討す る 「診療行

為 に関連 した死亡の調査分析モデル事業」 を平成 17年 度か ら国の補助事業
として実施 してい る ところである。

各都道府県 (特 に地域受付窓 口が設置 されてい る都道府県 )におかれては、

当該事業 に多 くの医療機 関が参加 され るよ う、管下の医療機 関等に対 し広 く

周知願いたい。

(参考 3)診 療行為 に関連 した死亡の調査分析モデル事業
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医療安全支援センター体制図

●彗

―
―
い
い
〇
―
―

O 苦情・相談への対応 (必要に応じて
医療機関の管理者及び患者等に助言)

情報提供
助盲

0 医療安全の確保に関する必要な
情報提供

情報提供、連絡調整、助宮

情報提供、連絡調整

0 医療機関の管理者、従業員に対
する医療安全に関する研修の実施

（噺
鍛
じ

医療機関

相餞痣ロ
震 纏 審 金 吉 爆 セ ン タ ー

都道府県

保健所設置市区
二次医療圏

活動方針等の検討・連
絡調整

医療従事者、弁護士、
住民等で構成

医療内害等に関する
苦情や、相談に対応
職員の配量
医療安全に関する

アドバイス

縮含賓援事業

嚇助先)東京大準大学臓
■凛費禽手■塵

・相談職員研修の実施
・代表者情報交換会の実施
口相談困難事例の収集・分析・提供等

医師会等

情報提供



医療事1故情報収案等事業‐嬌療安全機載■Nこ431 2●10年11月

1酔曇1義1申1泰1栞|1本
‐
馨療機籠評IⅢI棒構

[酸素残量の未確認 ]

酸素ボンペ等の残量の確認に関連した事例が6件報告されています。(集計期間:

2007年 1月 1日～2010年9月30日、第17回報告書「共有すべき医療事故情判
(P183)一部を掲載)。

颯儡聰蝙靴鰺爾懇甦靡鶉仄≫≪靱魏鰺鱚
鬱鰺鐘鑢鬱亀ぬ晰、鶉磯靱螂鰺賤輻範謬颯
辟轟鬱亀燎薇顧褥饉黎れ写懲ゝ絋撃。
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※この医療安全情報は、医療事故情報収集等事業 (厚生労働省補助事業)において収集された事例をもとに、当事業の

一環として総合評価部会の専門家の意見に基づき、医療事故の発生予防、再発防上のために作成されたものです。

当事業の趣旨等の詳細については、当機構ホームベージに掲載されている報告書および年報をご覧ください。
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※この情報の作成にあたり、作成時における正確性については万全を期しておりますが、その内容を将来にわたり保証

するものではありません。

※この情報は、医療従事者の裁量を制限したり、医療従事者に義務や責任を課したりするものではありません。
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参考)酸素ボンペ使用可能時間(分)の一例 X醸素ポンペの使用可能な時間の目安を
お示ししています。

楽換痺式は、醸素使用可能時間[幻 =ポン
ペ害積[Lメ圧力計の表示[MPa]X10/
醸素流E[L/分 ]を使用しております
が、他の換輝式もあります。

豪酸素ボンペの書積を35Lとして計,し
ています。

※ポンペ内に残る醸素の■が言まれてい

ます。



平成13年

平成14年

平成16年

平成17年

9月

平成22年

事業の1背景と―経緯|

日本外科学会声明 診療行為に関連した「異状

死」について

日本内科学会「第二者機関設置等のための検

討委員会」発足

・4学会 (日本内科学会、日本外科学会、日本病

理学会、日本法医学会)共同声明

・日本医学会基本領域19学会の共同声明

「診療行為に関連した患者死亡の届出について

～中立的専門機関の創設に向けて～」

日本学術会議 「報告 異状死等について一日

本学術会議の見解と提言一』」

診薇行為に関連した死亡の調査分析モデル事

業開始 (運営主体 :日本内科学会)

日本内科学会に、日本外科学会、日本病理学

会、日本法医学会、日本医学会が運営主体に

加わり、「一般社団法人日本医療安全調査機

構」を設立

一般社団法人日本医療安全調査機構が運営主

体となる
4月

事業の滞れ

°tM譲甑界懺 謙野 F芸翼議つ
8鶴業でよ殖萌囲こつい■踏節は謙行為
ざ寝霧著片ξ職 翻躙認鷲講雛嗜:報告書を渡し、結
果について説明。
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彙付件数

件数

平成17年 5件

平成18年 34件

平成19年 21件

平成20年 24件

平成21年 18件

平成22年 3件 (1～3月 )/18件 (4～ 10月 )

合計 123件

※ 平成22年10月 20日現在

※ 運営主体は、平成22年3月 までは日本内科学会、

同4月 以降は日本医療安全調査機構

見直し|の方1向性

「これまでの総括と今後に向けての提言」 (平成22年 3

月)

○ 死亡時画像診断の活用

O迅速な報告書の作成
O調査手順の簡素化、標準化のための取り組み
O事例評価手法の標準化のための取り組み
○ 院内事故調査委員会が作成した報告書での調査・

評価の検討

○ 再発防止策の提言について、方法論も含めた検討

診療行為に関連した死亡について、専門家が事案の調査を行い、その原因を究明し、同様の事例
の再発を防

止するための方策を専門的・学際的に検討し、医療安全の向上を図ること。(関係者の法的責任
の追及を目的と

するものではない。)

診療行為に関連した死亡について、死因究明と再発

防止策を、中立な第二者機関において検討するのが適

切と考えられる事例。
また、警察に届け出られた事例についても、司法解

剖の対象とならない場合には、モデル事業の対象とし

て検討。
なお、本事業は、現行の制度の下で実施しているた

め、調査の過程で異状を認めた場合は、医師法第21条

又は死体解剖保存法第11条に基づき24時間以内に所轄

警察署への届出が必要。

平成17年

平成18年

平成19年

平成20年

平成22年

東京都、愛知県、大阪府、兵庫県

茨城県、新潟県、札幌地域を追加

福岡県を追加

岡山県、宮城県を追加

札幌地域は北海道全域に拡大

現在、北海道、富城県、茨城県、東京都、新潟県、

愛知県、大阪府、兵庫県、岡山県、福岡県の10地域

|
|

一

|



5.特 定 機 能 病 院 の 承 認 状 況

.(平 成 22年 4月 1日現在 )

区分 医 療 機 関 名 所 在 地 審  議  日 承認 効 力 日

1 国立がん研究センター中央病院 東 京 都 中央 区築 地 5丁 目 1番 1号 H  5   8   2 H  5.  9   1

2 国 立 循 環 器 病 研 究 セ ン タ ー 大 阪 府 吹 田市 藤 白台 5丁 目 7番 1号 H  5   8   2 H  5   9   1

3 順天堂大学医学部附属順天堂医院 東 京 都 文 京 区 本 郷 3丁 目 1番 3号 H 5 10 26 H 5 12. 1

4 日 本 医 科 大 学 付 属 病 院 東 京 都 文 京 区千 駄 木 1丁 目 1番 5号 H 5 10_26 H 5_12  1

5 日本大学医学部附属板橋病院 東 京都 板 橋 区 大 谷 口上 町 30番 1号 ‖ 5 10.26 H 5.12  1

6 東邦大学医療センター大森病院 東京都大田区大森西 6丁 目 11番 1号 H 5 11.26 H 5 12  1

7 関 西 医 科 大 学 附 属 枚 方 病 院 大 阪 府 枚 方 市 新 町 2丁 目 3番 1号 H17.12 13 H18  1_  1

8 久 留 米 大 学 病 院 福 岡 県 久 留 米 市 旭 町 67番 地 H 5 11 26 H 5 12  1

9 里 大 学 病 院 神奈川県相模原市北里 1丁 目15番 1号 H 5 11 26 H 5 12  1

10 聖 マ リア ン ナ 医 科 大 学 病 院 榊奈川県川崎市官前区菅生 2丁 目16番 1号 H 5 11 26 H 5 12  1

11 東 海 大 学 医 学 部 付 属 病 院 神奈川 県伊勢原市下糟屋 143番 地 H 5 11.26 H 5 12  1

12 近 畿 大 学 医 学 部 附 属 病 院 大阪府大阪狭山市大野東 377番 地の 2 H 5 12  8 H  6   1    1

―-163-―



区分 医 療 機 関 名 所 在 地 審 議  日 承認効力 日

13 自 治 医 科 大 学 附 属 病 院 栃 木 県 下 野 市 薬 師 寺 3311番 地 1 H 5 12  8 H 6.  1   1

14 長崎大学医学部・歯学部附属病院 長 崎 県 長 崎 市 坂 本 1丁 ロ フ番 1号 H 5 12  8 H  6   1    1

森 5 山 口 大 学 医 学 部 附 属 病 院 山口県宇都市南小 串 1丁 目 1番 1号 H 5 12  8 H  6   1    1

16 高 知 大 学 医 学 部 附 属 病 院 高知 県南 国市岡豊町小蓮 185番 地 1 H 5 12  3 H  6   1   1

17 秋 田 大 学 医 学 部 附 属 病 院 秋 田 県 秋 田 市 本 道 1丁 目 1番 1号 H 5 12  8 H  6   1    1

18 東京慈恵会医科大学附属病院 東京都港区西新橋 3丁 目 19番 18号 H 6  1 20 H 6   2   1

19 大 阪 医 科 大 学 附 属 病 院 大 阪 府 高 槻 市 大 学 町 2番 7号 H 6  1 20 H  6   2   1

20 慶 應 義 塾 大 学 病 院 東 京 都 新 宿 区 信 濃 町 35番 地 H 6  1 20 H  6   2   1

21 福 岡 大 学 病 院 福岡県福岡市城南区七隈 7丁 目45番 1号 H 6  1 20 H  6.  2   1

22 愛 知 医 科 大 学 病 院 贅知県愛知事長久手町大字岩作字「 又21番 浩 H 6  1 20 H 6  2  1

23 岩 手 医 科 大 学 附 属 病 院 岩 手 県 盛 岡 市 内 丸 19番 1号 H 6  1.20 H  6   2   1

24 獨 協 医 科 大 学 病 院 栃木県下都賀郡壬生町大字北小林880番地 H 6  2 17 H  6   3   1

25 埼 玉 医 科 大 学 病 院 埼玉県入間郡毛呂山町毛呂本郷 38番 地 H 6  2 17 H  6   3   1

26 昭 和 大 学 病 院 東京都品川区旗の台 1丁 目 5番 8号 H 6  2 17 H  6   3   1
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区分 医 療 機 関 名 所 在 地 審  議  日 承 認 効 力 日

27 兵 庫 医 科 大 学 病 院 兵 庫 県 西 宮 市 武 庫 川 町 1番 1号 H 6_ 2 17 H  6   3   1

28 金 沢 医 科 大 学 病 院 石川県河北郡内灘町字大学 1丁 目 1番地 H 6  3 17 H  6   4   1

29 杏 林 大 学 医 学 部 付 属 病 院 東京都三鷹市新川 6丁 目 20番 2号 H 6  3 17 H 6  4  1

30 川 崎 医 科 大 学 附 属 病 院 岡 山 県 倉 敷 市 松 島 577番 地 H 6  3 17 H 6  4  1

31 帝 京 大 学 医 学 部 附 属 病 院 東京都板橋区加賀 2丁 目 11番地 1号 H 6. 3.17 H  6   4   1

32 産 業 医 科 大 学 病 院 福岡県北九州市八幡西区医生ケ丘 1番 1号 H 6. 3 17 H  6   4   1

33 藤 田 保 健 衛 生 大 学 病 院 愛知県豊明市沓掛町田楽ケ窪 1番地の 98 H 6  4 12 H  6   5_   1

34 東京医科歯科大学医学部附属病院 東京都文京区湯島 1丁 目 5番 45号 H 6  6.15 H  6   7   1

35 千 葉 大 学 医 学 部 附 属 病 院 千葉県千葉市中央区亥鼻 1丁 目 8番 1号 H 6  6 15 H  6   7   1

36 信 州 大 学 医 学 部 附 属 病 院 長 野 県 松 本 市 旭 3丁 目 1番 1号 H 6  6 15 H 6   7_  1

37 富 山 大 学 附 属 病 院 富 山 県 富 山 市 杉 谷 2630番 地 H 6  6 15 H  6   7   1

38 神 戸 大 学 医 学 部 附 属 病 院 兵庫県神戸市中央区楠町 7丁 目 5番 2号 H 6  6 15 H  6   7   1

39 香 川 大 学 医 学 部 附 属 病 院 香川県木田郡三木町大字池戸 1750-1 H 6_ 6 15 H  6   7.  1

40 徳 島 大 学 病 院 徳島県徳 島市蔵本町 2丁 目 50-1 H 6  7 20 H  6   8   1
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区分 医 療 機 関 名 所 在 地 審 議  日 承認効力 日

41 弘 前 大 学 医 学 部 rfl属 病 院 青 森 県 弘 前 市 本 町 53番 地 H 6  7 20 H  6   8    1

42 東 大 学 病 院 宮城 県仙台市青葉 区星 陵町 1番 1号 H 6  7 20 H  6   8   1

43 国立大学法人岐阜大学医学部附属病院 岐 阜 県 岐 阜 市 柳 戸 1番 1 H16517 H16 5 20

44 広 島 大 学 病 院 広 島 県 広 島市 南 区霞 1丁 目 2番 3号 H 6  7 20 H  6   8   1

45 琉 球 大 学 医 学 部 附 属 病 院 沖縄 県中頭郡西原町字上原 207番 地 H 6  7 20 H  6   8   1

46 北 海 道 大 学 病 院 北海道札幌市北 区北 14条 西 5丁 目 H  6   9   5 H 6 10  1

47 旭 川 医 科 大 学 病 院 北海道旭川市緑が丘東 2条 1丁 目1番 1号 H 6  9  5 H 6 10  1

48 鳥 取 大 学 医 学 部 附 属 病 院 鳥 取 県 米 子 市 西 町 36番 地 の 1 H  6   9   5 H 6 10  1

49 愛 媛 大 学 医 学 部 附 属 病 院 愛 媛 県 東 温 市 志 津 りll 「1 6   9  5 H 6 10  1

50 宮 崎 大 学 医 学 部 附 属 病 院 宮崎県宮崎郡清武町大字木原 5200番 地 H  6   9   5 H 6 10  1

51 鹿 児 島 大 学 病 院 鹿児島県鹿児島市桜ケ丘 8丁 目35番 1号 H  6   9.  5 H 6 10  1

52 山 形 大 学 医 学 部 附 属 病 院 山形 県 山 形 市飯 田西 2丁 目 2番 2号 H 6 10 21 H 6 11  1

53 二 重 大 学 医 学 部 附 属 病 院 二 重 県津 市 江 戸橋 2丁 目 174番 地 H 6 10 21 H 6.11  1

54 大 阪 大 学 医 学 部 附 属 病 院 大 阪 府 吹 田 市 山 田 丘 2番 15号 H 6 10 21 H 6 11  1
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区分 医 療 機 関 名 所 在 地 審 議  日 承認効力 日

55 岡 山 大 学 病 院 岡 山 県 岡 山市 鹿 田町 2丁 目 5番 1号 H 6 10 21 H 6 11  1

56 大 分 大 学 医 学 部 附 属 病 院 大分県由布市挟間町医大ヶ丘―丁目 1番地 H 6 10 21 H 6 11  1

57 福 井 大 学 医 学 部 附 属 病 院 福井県吉田郡永平寺町松岡下合月第23号 3番 H 6 11 21 H 6 12  1

58 新 潟 大 学 医 歯 学 総 合 病 院 新潟県新潟市旭町通 1番 町 754番 地 H 6 11 21 H 6 12  1

59 国立大学法人金沢大学附属病院 石 川 県 金 沢 市 宝 町 13番 1号 H 6 11 21 H 6 12. 1

60 熊 本 大 学 医 学 部 附 属 病 院 熊 本 県 熊 本 市 本 荘 1丁 目 1番 1号 H 6 11.21 ‖ 6 12  1

61 名 古 屋 大 学 医 学 部 附 属 病 院 愛知県名古屋市昭和 区饉舞町 65番 地 ‖ 7  1.26 H  7   2   1

62 滋賀医科大学 医学部附属病院 滋 賀 県 大 津 市 瀬 田 月 輪 町 H 7  1 26 H  7   2   1

63 京 都 大 学 医 学 部 附 属 病 院 京都府京都市左京区聖護院川原町 54 H 7  1 26 H  7   2   1

64 島 根 大 学 医 学 部 附 属 病 院 島 根 県 出 雲 市 塩 治 町 89の 1 H 7. 1 26 H  7   2   1

65 山 梨 大 学 医 学 部 附 属 病 院 山 梨 県 中 央 市 下 河 東 1110番 地 H 7  2 20 H  7   3   1

66 浜 松 医科 大学 医学 部 附属 病 院 静岡県浜松市東区半田山 1丁 目20番 1号 H 7  2 20 H  7.  3   1

67 群 馬 大 学 医 学 部 附 属 病 院 群馬県前橋市昭和町 3丁 目39番 15号 H 7  2 20 H  7   3   1

68 佐 賀 大 学 医 学 部 附 属 病 院 佐 賀 県 佐 賀 市 鍋 島 5T日 1番 1号 H 7  2 20 H  7   3   1
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区分 医 療 機 関 名 所 在 地 審  議  日 承認効力日

69 公立 尋 法 燃 議 鼎 距 れ 絆 Ⅷ 副 職 福 島 県 福 島 市 光 が 丘 1番 地 H18  3 27 H18  4  1

70 和 歌 山 県立 医科 大学 附属 病 院 和歌山県和歌山市紀三井寺 811番 地 1 H18  3 27 H18  4  1

筑 波 大 学 附 属 病 院 茨城 県つ くば市天久保 2丁 目 1番 地 1 H 7  3 15 H  7   4   1

72 東 京 大 学 医 学 部 附 属 病 院 東 京 都 文 京 区本 郷 7丁 目 3番 1号 H 7  3 15 H  7   4.  1

73 九 州 大 学 病 院 福 岡県福岡市東区馬出 3丁 目 1番 1号 H 7  3 15 H 7  4  1

74 名 古 屋 市 立 大 学 病 院 愛知県名古屋市瑞穂区瑞穂町字川澄 1番地 H18  3 27 H18  4  1

75 公立大学法人奈 奈 良 県 橿 原 市 四 条 町 840番 地 H19  1 22 H19 4 1

76 札 幌 医 科 大 学 附 属 病 院 北海道札幌市中央区南 1条西16丁 目291番地 H19  1_22 H19  4  1

77 公立大学法人横浜市立大学附属病院 神奈川県横浜市金沢区福浦 3丁 目9番地 H17  3 30 H17  4  1

78 京 都 府 立 医科 大 学 附 属 病 院 京薔府京都市上京区Я原町通広小路上る梶井町465 H20  3_27 H20  4  1

79 防 衛 医 科 大 学 校 病 院 埼 玉 県 所 沢 市 並 木 3丁 目 2番 地 H 9  1.22 H  9   2   1

80 大阪市立大学 医学部附属病院 大阪府大阪市阿倍野区旭町 1丁 目5番 7号 H18  3 27 H18  4   1

81 地方独立行政法人大阪府立病院機構

大 阪 府 立 成 人 病 セ ン タ ー

大阪府大阪市東成区中道 1丁 目 3番 3号 H18  3 27 H18  4   1

82 東 京 女 子 医 科 大 学 病 院 東 京 都 新 宿 区 河 田 町 8番 1号 H19  8  9 H19  9  1
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区分 医 療 機 関 名 所 在 地 審  議  日 承 認 効 力 日

83 東 京 医 科 大 学 病 院 東京都新宿 区西新宿 6丁 目 7番 1号 1 :
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6.特区制度における病院等開設会社による病院等開設事業について

特区において講じられた規制の特例措置のあり方に係る評価意見

平成 21年度 (抄 )

平成22年 2月 4日

構造改革特別区域推進本部

評価・調査委員会
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1.は じめに
評価・調査委員会 (以下「当委員会」という。)は、構造改革特区制度を推進する
ため、規制の特例措置の効果等を評価し、その結果に基づき、構造改革の推進等に必

要な措置について、構造改革特別区域推進本部長に意見を述べることとされている。

平成 21年度の当委員会としては、まず上半期に未実現提案に係る調査審議を行つ
て意見 (平成 21年 8月 7日 付「未実現の提案に係る諮問事項に関する意見」)を取
りまとめたのに続き、下半期には、本年度に評価時期を迎えた規制の特例措置につい

て評価を行つて、意見を取りまとめた。

2.平成 21年度の評価について
(1)評価の進め方                        ｀

平成 21年度の評価の対象となった規制の特例措置について、医療・福祉・労働部
会、教育部会及び地域活性イヒ部会の各専門部会において、専門的かつ集中的な検討を

行つた。

具体的には、各部会において、現地調査を含め、認定地方公共団体や実施主体など

関係者から現場の声を広く聴取し、主に全国展開を行うことの効果について調査を行

うとともに、規制所管省庁から弊害の発生についての調査結果の報告を受けてヒアリ

ングを行い、総合的な検討に努めた。

各部会におけるこれらの検討結果については、各部会の部会長から当委員会に報告

の上、これを基に意見集約を行い、当委員会としての意見を取りまとめた。

(2)評価の概要
【平成 21年度評価対象 12特例措置】
①全国展開 (一部全国展開を含む)(6特 例措置)
②再度適切な時期に評価 (5特例措置 )

③実施の少ない特例措置について、更なる実施の可能性の調査結果を踏まえ、予定

していた評価を行わない (1特例措置)

特例措置ごとの評価意見の詳細については別紙のとおりであるが、大別すると以下

のとおりである。

「運動場に係る要件の弾力化による大学設置事業 (828)」 、「空地に係る要件の

弾力化による大学設置事業 (829)」 及び「有害鳥獣捕獲における狩猟免許を有しな

い従事者容認事業 (1303)Jの 3件については、特段の弊害が生じていないと判断さ

れることから、全国展開すべきとの意見とした。

また、「公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業 (920)J、 「指定小

規模多機能型居宅介護事業所における障害児 (者)の受入事業 (934)J及び「重量
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物輸送効率化事業 (1205(1214、 1221))」 の 3件については、特例措置の実施状況

に照らし、一定の措置を講ずることが適当であるものも含め、全 rF.l展開ヒ′でも差 し

支えないと認められる部分について、全国展開すべきとの意見とした。

一方、「外国人研修生受入れによる人材育成促進事業 (506)J、 「学校設置会社

による学校設置事業 (816)J、 「インターネット等のみを用いて授業を行 う大学に

おける校舎等施設に係る要件の弾力化による大学設置事業 (832)J、 「病院等開設

会社による病院等開設事業 (910)」 及び「特別養護老人ホーム等の 2階建て準耐火

建築物設置事業 (933)」 の 5件については、一定の時期を定めた上で再度評価すべ

きとの意見とした。これらについては、弊害の有無を判断するためのデータの蓄積が

少ないことなどにより全国展開の是非を決めるのは時期尚早である、全国展開に向け

て弊害を防ぐ方策の検討や分析が必要である等のそれぞれの事情を踏まえ、規制所管

省庁や認定地方公共団体に必要な取組を求めているところである。

なお、提案者以外の地域で特区計画の認定実績がない「救急隊の編成の基準の特例

適用の拡大による救急隊編成弾カイヒ事業 (413)」 については、更なる実施の可能性

についての調査を行つた結果、現状においては、当面の間実施の増加が見込めないこ

とが判明したため、今年度は予定していた評価を行わず、今後、一定の事Fllの積み上

がりを待って評価を行 うこととした

3. おわりに

地域主権推進と地域活性化が内閣の重要課題に位置付けられる中、構造改革特区制

度は、地方公共団体をはじめとした地域の様々な主体の倉J意や正夫に基づき、地域の

活性化の起爆剤 として、規制のあり方を改革していくよう期待されている。

このことから、提案主体や認定地方公共団体、実施主体など、現場で取り組んでい

る方々め声や思いを生かして、その趣旨を実現させることができるよう、規制所管省

庁におかれては、より精力的に特例措置の創設・拡充及び全国展開に向けた検討を行

っていただきたい。

なお、特例措置による事業の適切な実施に当たっては、特区の計画主体でもある地

方公共団体による的確な状況把握や連携体制・サポー トが不可欠となることから、特

定事業の実施に当たつては、認定地方公共団体におかれても、よリー層主体的な取組

とご協力をお願いしたい。

最後に、今回の評価においてご協力いただいた認定地方公共団体や実施主体の方々

を始め、各方面からの多大なるご助力に対し、心からおネL申 し上げたい。
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評価意見
① 別表1の番号 910

② 特定事業の名称 病院等開設会社による病院等開設事業

③ 措置区分 法律

Э
特区における規
制の特例措置の
内容

株式会社が、自由診療で高度な医療の提供を目的とする病院又は診療所を開設することを
認める。

⑤ 評価
その他(内閣官房及び規制所管省庁において本特例措置について周知や情報提供を行
い、平成23年度に評価を行う。)

⑥
⑤の評価の判断
の理由等

全国展開により発生する障害の有無について現時点で判断することは困難であるため、今
後は本特例措置についての周知や情報提供を一層進め、検証に必要なデータを蓄積し、引
き続き全国展開について検討する必要がある。

⑦ 今後の対応方針

規制所管省庁によれば、本特例措置の実施状況に係る弊害の発生に関する調査の結
果、本特例措置の適用事業者に係る弊害は具体的に把握されなかつたものの、現在株式
会社特区病院は1病院であり、特区において適用された規制の特例措置による弊害がない
ことによるものなのか、適用事業者の特段の努力等によるものなのか、必ずしも明らかでは
ないことから、全国展開により発生する弊害の有無について判断することはできないとのこ
とである。

一方、評価・調査委員会による調査では、本特例措置による効果の発現については、現在
までのところ診療所経営に注力しているためわからない(地方公共団体)としており、また、
本特例措置の適用事911が少ないことについては、行える医療行為が非常に限定的なため
診療所経営を軌道に乗せるために時間がかかる(地方公共団体)、 事業性の実証には新技
術の場合5年はかかる(適用事業者)との指摘もあった。

以上より、規制所管省庁においては、本特例措置の実施状況から、本特例措置による弊
害が把握されるかどうか、規制所管省庁において引き続き調査を行い、検証に必要なデー
タを蓄積するとともに、上記の地方公共団体等の指摘を踏まえ、全国展開に係る検討を行つ
た上で、平成23年度に評価を行い、結論を得ることとする。
なお、内閣官房及び規制所管省庁は、構造改革特別区域基本方針に定められたそれぞ
れの役割に基づき、連携して、地方公共団体をはじめとする関係者に対し、本特例措置につ
いて、一層の周知や情報提供に努めること。

③
全国展開の実施
内容

9 全国展開の実施
時期
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聯
l

医政発第 0930001号

平成 16年 9月 30日

各都道府県知事 殿
辱窒蕪磯

悪轟「■3
厚生労働省医政局

構造改革特別区域法の一部を改正する法律において新設された

医療法等の特例の運用について

構造改革特別区域法 (平成 14年法律第 189号 )の一部を改正する法律 (平
成 16年法律第 60号。以下「改正法」という。)が本年 5月 28日 に公布され、
本年 10月 1日 から施行されることとなった。
改正後の構造改革特別区域法 (以下 「新特区法」という。)では、第 18条に
おいて医療法等の特例が新設されることか ら、これに伴い、「厚生労働省関係構

造改革特別区域法施行規則及び厚生労働省関係構造改革特別区域法第 2条第
・
3項

に規定する省令の特例に関する措置及びその適用を受ける特定事業を定める省令

の一部を改正す る省令」 (平成 16年厚生労働省令第 144号 )、 「構造改革特別
区域法第 18条第 1項に規定する高度医療の提供を行 う病院又は診療所の構造設
備、その有する人員等に関する基準」 (平成 16年厚生労働省令第 145号)及
び「構造改革特別区域法第 18条第 1項に規定する高度な医療に関する指針J(平
成 16年厚生労働省告示第 362号。以下「指針Jという。)が本日公布され、
改正法と同日付けで施行されることとなったところである。

これらの法令の施行に当たって留意すべき事項及び内容は下記のとおりである

ので、制度の趣旨等に十分御了知いただくとともに、貴管下保健所設置市、特別

EXI、 関係団体等にその周知をお願いする。

記

1 高度医療の内容を示す厚生労働大臣が定める指針において具体的に掲げる医
｀
療以外の「その他前各号に掲げる医療に類する医療」に該当する要望があった

場合の取扱い

新特区法第 18条第 1項で規定する「高度医療Jの内容については、厚生労
働大臣が定める指針に従って地方公共団体が判断し、厚生労働大臣が指針への
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適合性 に照 らして同意することとしている。しかし、地方公共団体か らの要望

事項について現時点で全て把握 しているわけではな く、また、今後 、技術 の進

展等によ り新 しい高度医療が出現する ことも予想されるため、当該指針の第 6

号において 「そ の他前各号に掲 げる医療に類する医療」 と規定したところであ

る。

今後、これに該当すると思われる相談があった場合には、速やかに内閣官房

構造改革特区推進室及び当職あて相談されたい。

2 特区において株式会社が開設する病院又は診療所が行う高度医療につき医療
保険の適用が認められた場合の取扱い

°
高度医療 として認められていたものが高度先進医療など医療保険の対象 とな

った場合、当該医療は特区法に規定する「高度医療」ではなくなることか ら、

株式会社が新たに当該医療に参入することは認められなくなることになる。

一方、特区において株式会社が開設する病院 。診療所の提供する医療が厚生

労働大臣の指針で定める高度医療に該当しなくなったことにより、特区計画が

取 り消されるような場合には、あらかじめ特区法第 8条第 2項の規定により厚

生労働大臣が認定地方公共団体に対 して必要な措置を講ずるよう求めることと

なる。    :
このような措置要求にもかかわ らず、なお適切な措置が講じられない場合に

は、都道府県知事が当該病院・診療所の業務の継続が適当でないと認めるとき

は、株式会社が開設する病院 ‐診療所の開設の許可を取り消すことができるこ

ととしている。

,従って、病院等の開設の許可の取り消しについては、個別の事例に応じて、

都道府県知事が判断することになる。

3 高度医療の適切な実施について
´
株式会社から特区における高度医療を提供する病院等の開設について相談が

あった場合には、当該病院等において提供する医療の内容に応じて、高度医療

の適切な提供に向け、薬事法 (昭和 35年法律第 145号 )、 遺伝子組換え生
物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律 (平成 15年法律
・
第 97号 ):「 ヒトゲノム 。遺伝子解析研究等に関する倫理指針」 (平成 13年
文部科学省 ‐厚生労働省 。経済産業省告示第 1号 )、 「遺伝子治療臨床研究に

関する指針

「

(平成 14年文部科学省・厚生労働省告示第 1号 )、 「臨床研究に

関する倫理指針J(平成 15年厚生労働省告示第 255号 )等の関連法令及び
「精子 。卵子 ‐胚の提供等による生殖補助医療制度の整備に関する報告書」(平

成 15年 4月厚生科学審議会生殖補助医療部会)等の関係審議会の報告書など
関係する情報の提供に努められたい。
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和
二
十
三
年

厚
生
省
令
第
五
十
号
）
第
四
十
二
条
の
三
衡
号
に
規
定
す
る
広
告
の
方
法
及
び
内
容
に
関
す
る
基
準
に
適
告
す
る

｝鷺
野
蹄
器
雛
了
確
輩
雛
郵
事
曜
医
Ｆ
，―
…―
―
―
―
―

え
寺
）

ｆ
肝
苺卸権
髪
委
錦
揺
講
爵
睡
雛
理
疑一磐
崚
郭
だ謡
馨朝請麟雛議新靭瑚

「
」
と
あ
る
の
は

「構
造
改
革
特
別
区
域
農

（平
成
十
四
年
二
篠
第
百
八
十
九
号
｝
第
二
十
三
嬌
第
二
項
の
規
定

針」「鐵い萎」竃鞭鵬競猟都議議詰録義ｔ獅″費げ卸＃静計耀懇卿七「喘「轟榛鴎批競餞雛撃計線

十

当ヽ
置
澪
事

き
」

と
あ

る

の
は

「善
ヨ

ユ

き
」

と
す

る
。

２
　

商
項

の
場
合
に

お

い
て
、

狂
大
病

予
防

餞
施

行
規
則

創
認
様

ｔ

第

一
は
、

別
記
鶴

式

綸
と
お
り
と
す

る
。

靖

製

の
次

に
次

の
様

式

を
加
え

る
。　

　

　ヽ

　

　

・

園
一―
― 雲

― ―

―

毎

写
真
面
及
び
Ｆ
　

理
の
証
面
に
は
、

８

所
属
庁
の
庁
印
を
押
す
も
の
と
す
る
。
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（厚
生
労
働
省
関
係
構
造
改
革
特
別
区
域
法
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
省
令
の
特
例
に
関
す
る
措
置
及
び
そ
の
道

用
を
受
け
る
特
定
事
業
を
定
め
る
省
令
の
一
部
改
正
）

第
二
条
　
厚
生
労
働
省
関
係
構
造
改
革
特
別
区
域
法
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
省
令
の
特
例
に
関
す
る
措
置
及
び
そ

の
適
用
を
受
け
る
特
定
事
業
を
定
め
る
省
令

（平
成
十
五
年
厚
生
労
働
省
令
第
百
三
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
す
る
。

第
二
条

（見
出
し
を
含
む
．）中

「別
表
第
二
十
二
号
」
を

「別
表
第
二
十
七
号
」
に
改
め
る
．

附
　
則
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
‘

こ
の
省
令
は
、
平
成
十
六
年
十
月

一
日
か
ら
施
行
す
る
。

回

こ
の
証
票
を
携
帯
す
る
者
は
、
構
造
改
革
特
別
区
域
法
第
二
十
三
条
に
規
定
す
る
狂
大
病
予
防
法
の
特

例
と
し
て
狂
大
病
予
防
員
の
事
務
を
行
う
音
で
、
そ
の
関
係
条
文
は
次
の
と
お
つ
て
あ
り
ま
す
。

構
造
改
革
特
別
区
域
法
抜
す
い

第
二
十
三
条
　
一甲
町
村

（地
域
保
健
法

（昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
一
号
）
第
五
条
第
一
項
の
規
定
に
基

づ
く
政
令
で
定
め
る
市
を
除
く
．
以
下
こ
の
条
及
び
別
表
第
十
三
号
に
お
い
て
同
じ
．）
が
、
そ
の
設
定

す
る
構
造
改
革
特
別
区
域
に
お
け
る
狂
大
病
予
防
法

（昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
四
十
七
号
）
第
二

条
第
一
項
に
規
定
す
る
狂
大
病
予
防
員

（奏
項
に
お
い
て

、都
道
府
県
知
事
任
命
予
防
員
」
と
い
う
。）

の
数
が
当
該
市
町
村
の
区
域
の
範
囲
に
比
し
て
少
な
い
こ
と
か
ら
狂
大
病
の
発
生
を
予
防
す
る
た
め
に

は
同
法
第
六
条
第

一
項
か
ら
第
二
項
ま
で
、
第
七
項
及
び
第
九
項
並
び
に
第
二
十
一
条
に
規
定
す
る
事

務

（以
下
こ
の
条
に
お
い
て

「大
の
抑
留
に
係
る
事
務
」
と
い
う
。）
を
当
該
市
町
村
が
自
ら
行
う
必
要

が
あ
る
と
認
め
て
内
閣
総
理
大
臣
の
認
定
を
申
請
し
、
そ
の
認
定
を
受
け
た
と
き
は
、
当
該
認
定
の
日

以
後
は
、
当
該
市
町
村
の
長
は
、
同
法
第
二
条
第

一
項
、
第
六
条
及
び
第
二
十

一
条
の
規
定
に
か
か
わ

ら
ず
、
当
該
市
町
村
の
職
員
で
獣
医
師
で
あ
る
も
の
の
う
ち
か
ら
狂
大
病
予
防
員
を
任

・
命
し
、
大
の
抑

留
に
係
る
事
務
を
行
わ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
　
狂
犬
病
予
防
法
第
二
条
第
二
項
、
第
六
条
、
第
二
十
条
及
び
第
二
十

一
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て

は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
市
町
村
の
長
の
任
命
を
受
け
た
狂
大
病
予
防
員

（次
項
に
お
い
て

ｉ
ｍ
町
村

長
任
命
予
防
員
」
と
い
う
。）を
都
道
府
県
知
事
任
命
予
防
員
ｔ
み
た
す
「
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
雄

第
六
条
第
二
項
中

「都
道
府
県
知
事
」
と
あ
る
の
は

「構
造
改
革
特
別
区
域
法

（平
成
十
四
年
法
律
第

百
八
十
九
号
）
第
二
十
三
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
り
認
定
を
受
け
た
市
町
村

（第
五
項
及
び
第
十
項
並

び
に
第
二
十
一
条
に
お
い
て

「認
定
市
町
村
」
と
い
う
．）
の
長
」
と
、
同
条
第
五
項
及
び
第
二
十

一
条

中

「都
道
府
県
知
事
」
と
あ
る
の
は

「認
定
市
町
村
の
長
」
と
，
第
六
条
第
十
項
中

「都
道
府
県
」
と

あ
る
の
は

「認
定
市
町
村
」
と
、
第
二
十

一
条
中
二
当
該
都
道
府
県
」
と
あ
る
の
は

「当
該
認
定
市
町

村
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。　
　
　
　
　
　
・

３
　
（略
）

狂
大
病

予
防
法
抜
す

い

第
二
条
　
都

道
精
県
知
事
は
、
当
該

都
道

府
県

の
職

員

で
獣

医
師

で
あ

る
も

の
の
う
ち
か
ら
狂
大
病

予
防

員

（以
下

「予
防
員
」

と

い
う
。
）
を
任

命
し

な

け

れ
ば

な
ら
な

Ｌ
。

２
　

予
防

員
は
，

そ
の
事
務

に
従

事
す

る
と
き
は
、

そ

の
身

分

ヽ
を
示
す

証
票

を
携
帯
し
、

関
係

人

の
求
め

に
よ

，

こ
れ

を
三
示
し
な
け
れ
ば

な

ら
な

い
．
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(号外第 217号 )報官平成 16年 9月 30日  本曜日
Ｏ
厚
生
労
働
省
令
算
百
四
十
五
号

構
造
改
革
特
別
区
域
妻

（平
成
十
四
年
法
律
第
百
八
十
九
号
）
第
十
八
条
第
一
項
第
二
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
構
造

改
革
特
別
区
域
柱
第
十
八
桑
第

一
項
に
規
定
す
る
高
度
医
療
の
提
供
を
行
う
病
院
又
は
診
安
所
の
構
造
設
備
、
そ
の
有

す
る
人
員
等
に
関
す
る
基
準
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・

平
成
十
六
年
九
月
〓
＋
日
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　ヽ
　
　
　
　
　
　
　
　
厚
生
労
働
大
臣
　
尾
辻
　
秀
久

構
造
改
革
特
別
区
域
法
第
十
八
条
第

一
項
に
規
定
す
る
高
度
医
療
の
提
供
を
行
う
病
院
又
は
診
療
所
の
構
造
設

備
、
そ
の
有
す
る
人
員
等
に
関
す
る
基
準

．

（特
殊
な
放
射
性
同
位
元
素
を
用
ド
て
行
う
鵬
電
子
放
射
断
層
撮
影
装
置
等
に
よ
る
画
像
診
断
に
関
す
る
基
準
）

第
一
条
　
構
造
改
革
特
別
区
域
法

（以
下

「法
」
と
い
う
。）
第
十
八
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
り
医
療
法

（昭
和
二
十
三

年
法
律
第
五
十
号
）
第
七
条
第
一
項
の
許
可
を
受
け
て
株
式
会
社
が
開
段
す
る
病
院
又
は
診
疲
所

（以
下

「株
式
会

社
開
設
病
院
等
」
と
い
う
．）
が
高
度
医
療
の
う
ち
特
殊
な
放
射
性
同
位
元
素
を
用
い
て
行
う
陽
電
子
放
射
断
層
撮
影

装
置
等
に
よ
る
画
像
診
断

（以
下
こ
の
条
に
お
い
て

「高
度
画
像
診
断
」
と
い
う
。）
を
行
う
場
合
の
基
準
は
、
次
の

各
号
に
掲
げ
る
と
お
り
と
す
る
。　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
．

一　
高
度
画
像
診
断
に
関
し
、
必
要
な
専
門
的
知
識
及
び
経
験
を
有
す
る
常
勤
の
医
師
一
名
以
上
を
置
い
て
い
る
こ

と
．

二
　
高
度
画
像
診
断
に
関
し
、
必
要
な
専
門
的
知
識
及
び
窪
験
を
有
す
る
常
動
の
診
療
放
射
線
技
師
一
名
以
上
を
透

い
て
い
る
こ
と
。

〓
一　
陽
電
子
放
射
断
層
撮
影
装
置
そ
の
他
高
度
画
像
診
断
を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
設
備

（次
号
に
規
定
す
る
も

の
を
除
く
．）
を
備
え
て
い
る
こ
と
．

四
　
高
度
画
像
診
断
に
用
い
る
放
射
性
同
位
元
素
そ
の
他
の
高
度
画
像
診
断
を
実
施
す
る
た
め
に
特
に
必
要
な
物
質

（以
下
こ
の
号
に
お
い
　
‐
て

「使
用
元
索
等
」
と
い
う
。）
二
製
造
す
る
た
め
に
必
要
な
設
席
及
び
製
造
の
方
法
を
記

載
し
た
文
書
を
備
え
て
い
る
こ
と
、
又
は
他
の
者
か
ら
安
定
的
に
使
用
元
素
等
の
供
給
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る

こ
と
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・

（五響観購駐州討議哺潮撮榔擢請詢師は試螺嬌蒔訓餃臨轟る．し識蚊』師畔蹴舞〔菫いヽ
こと。

第
二
桑
　
株
式
会
社
開
設
病
院
等
が
高
度
医
療
の
う
ち
後
髄
損
傷
の
患
者
に
対
す
る
神
経
細
胞
の
再
生
及
び
移
植
に
よ

る
再
生
医
療

（以
下
こ
の
条
に
お
い
て

「高
度
再
生
医
療
」
と
い
う
．
）
を
行
う
場
合
の
基
準
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ

る
と
お
り
と
す
る
．

一　
高
度
再
生
医
療
に
開
し
、
必
要
な
専
門
的
知
識
及
び
経
験
を
有
す
る
常
勤
の
医
師

一
名
以
上
を
置
い
て
い
る
こ

と

。

　

　

　

，

一一　
幹
細
胞
の
分
離
、
保
存
等
を
行
う
装
置
そ
の
他
の
高
度
再
生
医
療
を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
設
備

（次
号
に

規
定
す
る
も
の
を
除
く
。）
を
備
え
て
い
る
こ
と
．

〓
一　
高
度
再
生
医
療
に
用
い
る
細
胞
そ
の
他
の
高
度
再
生
医
療
を
実
施
す
る
た
め
に
特
に
必
要
な
物
質

（以
下
こ
の

号
に
お
い
て

「使
用
細
胞
等
」
と
い
う
．）を
培
姜
若
し
く
は
製
造
す
る
た
め
に
必
要
な
設
備
及
び
培
養
若
し
く
は

製
造
の
方
法
を
記
載
し
た
文
書
を
備
え
て
い
る
こ
と
、
又
は
他
の
者
か
ら
安
定
的
に
使
用
細
胞
等
の
供
給
を
受
け

る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
．

四
　
高
度
再
生
医
療
に
係
る
技
術
に
関
す
る
専
門
家
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
る
倫
理
審
査
委
員
会
を
置
い
て
い
る
こ

と
。　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・

五
　
患
者
に
対
す
る
説
明
及
び
患
者
の
同
意
に
係
る
手
順
を
記
載
し
た
文
書
が
作
成
さ
れ
て
い
る
こ
と
ぃ

悌子三（い一（株ん］〕一警響』一』一轟赫姜一一一一輌”一峰一一一摯舞呻一一轟彎けつ鳩晴徴『け椰瞳薇

・ と
ぉ
詢
離
赫
』
ｒ
治
療
に
関
し
、
ふ
要

・
な
専
門
的
知
識
及
び
経
験
を
有
す
る
常
動
の
医
府
一
名
以
上
を
置
い
て
い
　
・
る

こ
と
。

二
　
遺
伝
子
を
導
入
す
る
た
め
の
装
置
そ
の
他
の
高
度
遺
伝
子
治
療
を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
設
備

（次
号
に
規

三一一一一一一い一一一一一一一一一一一一［一一』一一一一一』け一一一轟一一呻疇一̈］』神

四
等
詢
麟
継
置
電
師
経
に
は
椰
鑽
篠
』
肛
量
″
専
用
家
に
よ
っ
一
構
成
さ
れ
ヶ
備
理
彗菫
査
委
員
会
を ，
置
い
て
い
ゲ
こ

と
．

一
　
島
一者
に
対
す
る
説
明
及
び
患
者
の
同
意
に
係
る
手
順
を
記
載
し
た
文
書
が
作
成
さ
れ
て
い
る
こ
２
．

第一ぉ四（』一一一］一い一一一け一一一一一一一中一一一疇義一一一一一一峠一］［一一」］一一̈一̈

る
こ
と
．

二
　
無
菌
箱
、
高
度
な
レ
ー
ザ
ー
照
射
装
置
そ
の
他
の
高
度
美
容
外
科
医
療
を
実
施
す
る
え
め
に
必
要
な
設
備

（次

三峙軒讐一̈誓一一時一拳一一赫』義一一一一」郷紅帰江餞藤教働瀬場（制時なっ一離，い肛物「敵「

培
養
若
し
く
は
襲
遣
す
る
た
め
に
必
要
な
設
備
及
び
培
養
若
し
く
は
製
造
の
方
法
を
記
載
し
た
文
書
を
備
え
て
い

る
こ
と
、
又
は
他
の
者
か
ら
安
定
的
に
使
用
物
質
の
■
給
を
受
け
ち
こ
と
が
で
き
る
こ
と
。

四
　
患
者
に
対
す
る
説
明
及
び
息
者
の
同
意
に
係
る
手
順
を
記
載
し
た
文
書
が
作
成
さ
れ
て
い
・るこ
ど
．

（提
供
籍
子
に
よ
る
体
外
受
結
に
関
す
る
基
準
）

第
五
条
　
株
式
会
社
関
設
病
院
等
が
高
度
医
療
の
う
ち
提
供
精
子
に
よ
ち
体
外
受
精

（以
下
こ
の
条
に
お
い
て

「高
度

一体外置齢権嬌夢社印師」競晰「鵡財”馨瞬ｍｒ赦脚“辞鎮帯訂̈
費静抑は酎い。一名以上を置いてい

る
こ
と
．
」義中罐」一紳』一̈］̈赫罐一〕一赫轟簾一峙赫一一一一一中粋一螂義一一一一一」」一」ろ

こ
と
．

五
　
自
一者
に
対
す
る
説
明
及
び
患
者
の
同
意
に
係
る
手
順
を
記
載
し
大
文
書
が
作
成
さ
れ
て
い
る
こ
と
ぃ

附
　
則

こ
の
省
令
は
、
平
式
．・六
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
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第 3945号報平成 16年 9月 30日  本曜日 官

“
離
量
耐
軸
艦
鴎
麻
嬉
離

（
百
韓
軒
仁
鴎
年
法
律
舞
百
八
十

九
号
）
第
十
八
条
第

一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
構
造
改
革

特
別
区
域
法
第
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
高
度
な
医
療

に
関
す
る
指
針
を
次
の
よ
う
に
定
め
、
平
成
十
六
年
十
月

一
日
か
ら
適
用
す
る
こ
と
と
し
た
の
で
、
同
条
第
三
項
の

規
定
に
よ
り
公
表
す
る
。

平
成
十
六
年
九
丹
三
十
日
　
・

厚
生
労
働
大
臣
　
尾
辻
　
秀
久

構
造
改
革
特
別
区
域
法
第
十
八
条
第
一
項
に
規
定

す
る
高
度
な
医
療
に
関
す
る
指
針

　

ヽ

構
造
改
革
特
別
区
域
法
第
十
八
条
第

一
項
に
規
定
す
る

厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
指
針
に
適
合
す
る
高
度
な
医
療

は
、
病
院
又
は
診
療
所
の
構
造
設
備
、
そ
の
有
す
る
人
員

等
に
関
す
る
基
準
が
、
構
造
改
革
特
別
区
域
法
第
十
八
条

第

一
項
に
規
定
す
る
高
度
医
療
の
提
供
を
行
う
病
院
又
は

診
療
所
の
構
造
設
備
、
そ
の
有
す
る
人
員
等
に
関
す
る
基

準
兵
平
成
十
六
年
厚
生
労
働
省
令
第
百
四
十
五
号
）
に
規

定
さ
れ
て
い
る
医
療
そ
の
他
高
度
な
技
術
を
用
い
て
行
う

倫
理
上
及
び
安
全
上
問
題
が
な
い
と
認
め
ら
れ
る
医
療
でヽ

あ
つ
て
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
と
す

る
．
一　
特
殊
な
放
射
性
同
位
元
素
を
用
い
て
行
う
陽
電
子
放

射
断
層
撮
影
装
置
等
に
よ
る
画
像
診
断

一
一　
脊
髄
損
傷
の
患
者
に
対
す
る
神
経
細
胞
の
再
生
及
び

移
植
に
よ
る
再
生
医
療

〓
一　
肺
が
ん
及
び
先
天
性
免
疫
不
全
症
侯
群
の
患
者
に
対

す
る
遺
伝
子
治
療

四
　
高
度
な
技
術
を
用
い
て
行
う
美
容
外
科
医
療

五
　
提
供
精
子
に
よ
る
体
外
受
精

一（
　
そ
の
他
前
各
号
に
掲
げ
る
医
療
に
類
す
る
医
療

　

¨
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都道府県名

北海道 師会病院

赤+字病院

7.地 域 医 療 支 援 病 院 一 覧

医療機関石
~~~~~｀ ~蔦

謀琺磁T~I懸石」
(平成23年 1鼻 26 El現在 )

二次医療麒名

上川中都医療田

北網繊圏

札幌医療陶

北見赤十宇病院

札幌社会保険総合病院

KR札 幌医療センター斗南病院

КR札幌医療センター

十勝師療鶴

八戸医療圏

一慨
森県‐

Ｌ

Ｉ

Ｉ

Ｌ

Ｉ

Ｉ

Ｌ

Ｉ

Ｉ

，

■

ま

―

657 i+816F5817E
680  1平 成17年 4月 28日

法 Jヽヒ斗 Jt斗泰院

3ヽ4  1平 成14年 11月 29日

立行政法人労働者健康福祉機構青森労災病院
4ア4  1 平成16年 9月 22r●

1● 岩手県

岩手県

富城県

宮城県

宮城県

宮城県

岩手県立中央病院

岩手県立中部病院

財団法人llb台市医療センター仙台オープン病院

仙台厚生病院

みやぎ県南中核病院

独立行政法人熙立病院機構仙台議療センター

S85  1平 成 9ヽ年
'月

18日

一
―――――
・
――――――――一

一434  1平 成22年9月 28日

要吾需需
‐亜 三二

…

14

iヽ
平成
`7年
11月 25 El

岡漿量 圏

_■■輩璧圭生塑
富城県  1東北厚生年金病院

160

466 平成18年 11月 15日 L音医療圏

―
■
１
１
■三

富城県 法人富城厚生機会坂総合病院
平成19年 12月 25 El 含医療圏

9 宮城県 5巻赤十宇病院

虫立行政法人労働者健康福社獅 東北労災病院

397 平成20年5月 23日

平成21年 11月 24日

巻医療目

宮城県
療目

秋田県 火田県成人病医●・「
ンター

老代山本医師会病院

山形市立病院済生館

平成12年 2月 23日

秋田県
200 平成12年 2月 23日 山本医療田

山形県
平成15年 11月 25日 村山医療田

山形県 立荘内病院

人竹田綜合病院

520 平成20年 12月 19日 医療田

福島県
1 ∞ 7 平成 14年 2月 22日 会津医療田

福島県 康福社機構福島労災養院
428 平成 15年 5月 18日 わヽき医療田

27 福島県 E法人藩神経疾患研究所附属総合南東北病院

日送人星総合病院

430 平成 18年 3月 1日 県 中医療目

福島縣
480 平成19年 3月 30日 姜中医療田

福島県 人 大原線合病院 429 平成20年9月 26日 北医療日

∞ 福島県 北福島医療センター (正式名 :財団法人仁泉会医学研究所北福纂医療センター ) 226 平成 21年9月 B日 北医療日

福島県 わヽき市立総合磐壌共立病院
889 平成21年9月 8日 わヽき医療日

茨城県 真波メディカルセンター病院

独立行政法人目立病院機構水戸医療センター

409 平成11年 3月 25日 〈ば医療日

茨城県
500 平成18年 3月 11日 水戸医療日

M 茨城県 手北相藤保健医療センター医師会病院
平成18年 8月 11日 取手・ 竜ヶ崎医療目

茨城県 法人口立病院機構茨城東病院
428 平成19年 7月 13日

"陸

大田 ひたちなか饉薇ロ

茨城県 戸済生会総合病院
513 平成20年 5月 30日 水戸医療日

茨城県 自立行政法人日立病院機構 霞ケ浦医療センター 250 平成20年5月 30日 土浦医療日

茨城県 総合病院取手協同病院
平成20年 5月 30日 取手・ 竜ヶ崎医療日

栃木県 佐野医師会病院
平成12年 3月 24日 両毛医療日

40 栃木県 大田原赤十字病院
556 平成 18年 12月 14日 県北 医療日

栃木県 独立行政法人目立病院機構栃木病院
462 平成21年 6月 12日 晨東・ 央保健医療田

栃木県 栃木県済生会宇都宮病院
6“ 平成21年 11月 27日 暴東・ 央保健医療田

栃木県 下都賀総合病院
平成22年 7月 30日 果南保健医療目

群馬県 吐団法人伊勢崎佐波医師会病院
平成11年 6月 1日 伊勢崎佐波医療日

45 詳馬県 詢橋赤十字病院
592 平成13年 12月 27日 前橋医療圏

辞馬県 虫立行取法人日立病院栓構吉崎病院(2000101独 立行政法人日立病院機構葛崎総合医療センターに名称童■) 平成 17年 2月 28日 高崎・ 安中医療日

群馬県 医療法人社団日高会 日高病院
平成17年 4月 1日 高崎・ 安中医療日

群馬県 公立藤岡総合病院
平成18年 4月 1日 藤岡医療田

群馬県 群馬県立心臓血管センター
240 平成19年 10月 25日 前橋医療田

50 群馬県 社会福祉法人恩賜財団済生会支部群島県済生会前橋病院
平成21年 3月 31日 Π橋医療日

埼玉県 埼玉県立小児医療センター
300 平成10年 10月 1日 中央保健医療日

埼玉県 社団法人東松山医師会病院
平成14年 2月 18日 t企保健医療日

埼玉県 化里研究所メディカルセンター病院
440 平成15年 7月 29日 中央保健医療日
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54 埼玉県 医療法人財団石心会狭山病院 349 平成16年 7月 23日 西部第一保健医療目

埼玉県 医療法人壮幸会行日総合病院 408 平成16年 11月 5日 利根保健医療日

埼玉県 社会福祉法人思賜財団済生会埼玉県済生会栗橋病院 314 平成19年 8月 17日 利根保健医療日

埼玉県 深谷赤十字病院 506 平成19年 8月 17日 大量保健医療日

埼玉県 独立行政法人目立病院機構埼玉病院 350 平成19年 11月 2日 西部第一保健医療日

埼玉県 社会福祉法人思賜財団済生会埼玉県済生会)l口総合病院 4CD 平成20年3月 29日 中央保健医療日

埼玉県 埼玉県立循環器・ 呼吸器病センター 平成21年1月 30日 大里保健医療田

61 千葉県 医療法人鉄蕉会亀田総合病院 平成16年 12月 20日 安房医療日

千葉県 千葉県こども病院 203 平成16年 12月 24日 千葉医療日

千葉県 成田赤十字病院 平成18年 8月 30日 印磨山武医療日

千葉県 独立行政法人労働者健康福祉機構千葉労災病院 4CD 平成19年 3月 30日 市原保健医療目

千葉県 独立行政法人国立病院機構千葉医療センター 455 平成20年 6月 23日 千葉医療田

千葉県 船橘市立医療センター 446 平成22年3月 31日 東葛南部保健医療日

千葉県 千葉県立佐原病院 平成23年 1月 25日 番取海匝保健医療日

千葉県 国保直営総合病院君津中央病院 平成 23年 1月 25日 君津保健医療目

東京都 財)東京都保健医療公社多摩南部地域病院 平成 10年 9月 4日 事多摩医療田

東京都 財)東京都保健医療公社東部地域病院 平成10年 9月 4日 区東北部医療日

71 東京都 医療法人財団河北総合病院 平成18年 5月 9日 X西部医療日

東京都 日本赤十字社東京都支部武蔵野赤十字病院 平成 18年 5月 9日 北多摩南部医療目

東京都 オ園法人日本心臓而FF研究振興会附属榊原配念病院 320 平成 10年 5月 9日 t多摩南部医療目

東京都 沐団法人東京都保健医療会社多摩北部医療センター 344 平成18年 5月 9日 北多摩北部医療日

東京都 国家公務員共済組合連合会立川病院 500 平成20年7月 23日 化多摩西部医療■

東京都 独立行政法人目立病院機構災書医療センター 455 平成20年7月 23日 北多摩西部医療目

東京都 け団法人東京都保健医療会社荏原病院 506 平成18年4月 1日 区南部医療層

東京都 け団法人東京都保健医療公社大久保病院 餌 平成16年 4月 1日 X西南都医療田

東京都 ヒ会福社法人仁生社江戸川病院 368 平成21年 10月 30日 X東部医療日

80 東京都 独立行政法人労働者健康福祉機構東京労災病院 400 平成″年8月 25日 区南部医療目

東京都 ヨ家公務員共済組合連合会東京共済病院 380 平成22年8月 25日 区西南部医療目

東京都 独立行政法人日立病院機構東京医療センター 780 平成22年8月 25日 区西南部医療田

東京都 け団法人東京都保健医療会社豊島病院 平Jレ2年3月 25日 区西北部医療目

84 東京都 公立昭和病院 平成22年8月 25日 北多摩北部医療日

神奈川県 藤沢市民病院 536 平成12年 4月 21日 相南東部医療日

神奈川県 ヨ賜財団済生会横浜市南部病院 500 平成 15年 9月 29日 横浜南部医療日

神奈川県 国家公務員共済組合連合会平塚共済病院 489 平成15年 10月 6日 相南西部医療田

神奈川県 神奈川県厚生農業協同組合運合会相模原協同病院 437 平成 15年 10月 24日 相模原医療田

神奈川県 国家公務員共済組合連合会総合病院横須賀共済病院 735 平成16年 3月 31日 讚須賀・ 三浦医療日

神奈川県 中奈川県立こども医療センター 平成16年 ‖月8日 横浜南部医療目

神奈川県 け団法人神奈川県警友会けいゆう病院 平成16年 11月 8日 横浜西部医療目

神奈川 県 費須賀市立市民病院 482 平成 18年 9月 21日 黄須賀・ 三浦医療日

神奈川県 費浜市立市民病院 650 平成18年 9月 22日 賞浜西部医療日

神奈川県 よ立行政法人労働者健康福祉機構関東労災病院 平成18年 9月 27日 :1崎南部医療日

神奈川県 公立大学法人横浜市立大学附属市民総合医療センター 平成19年 9月 26日 費浜南部医療日

神奈川県 自立行政法人労働者健康福祉機構横浜労災病院 650 平成19年 9月 26日 賣浜北部医療日

神奈川県 自立行政法人国立病院機構横浜医療センター 552 平成19年 9月 26日 賞浜西部医療日

神奈川県 医療法人社団ジヤバンメディカルアライアンス海老名総合病院 平成20年2月 27日 県央医療日

神奈川県 ヨ賜財団済生会横浜市東部病院 554 平成20年9月 24日 黄浜北部医療圏

l llll 神奈川県 陣奈川県立循環器呼吸器病センター 平成20年 9月 24日 黄浜南部医療日

神奈川県 腱浜市立みなと赤十字病院 平成21年 2月 23日 費浜南部医療田

神奈川県 国家公務員共済組合連合会横浜栄共済病院 平成21年 10月 19日 黄浜西部医療日

103 神奈川県 横須賀市立うわまち病院 平成 21年 10月 28日 黄須賀・ 三浦医療日

神奈川県 独立行政法人国立病院機構神奈川病院 平成 21年 10月 21日 相南西部医療日

神奈川県 小田原市立病院 平成21年 10月 21日 桑西医療圏

神奈川県 聖マリアンナ医科大学横浜市西部病院 平成22年 10月 26日 姜浜西部医療日

神奈川県 菊名記念病院 平成22年 10月 26日 姜浜西部医療目

新潟県 済生会新潟第二病院 427 平成14年 8月 27日 新渇医療圏

新潟県 断潟市民病院 660 平成19年 10月 31日 斬渇医療日
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新潟県 独立行政法人労働者健康福祉機構新潟労災病院 平成20年5月 14日 L越医療日

新潟県 晰潟県立新発田病院 平成20年5月 14日 下越医療日

新潟県 自立行政法人労働者健康福祉機構燕労災病院 300 平成 21年7月 29日 晨央医療田

新潟県 析潟県立中央病院 534 平成22年5月 24日 上越医療圏

富山県
=山
市立富山市民病院 平成20年 10月 3日 壼山医療圏

富山県 富山県立中央病院 平成21年 8月 6日
=山
医療圏

富山県 富山赤十字病院 435 平成22年8月 26日 富山医療圏

石川県 独立行政法人国立病院機構金沢医療センター
650 平成 20年 4月 1日 石 jll中央医療圏

福井県 福井県済生会病院 平成16年 3月 29日 福井・ 坂井医療圏

福井県 福井県立病院 平成19年 6月 11日 福井・ 坂井医療圏

福井県 福井赤十字病院 平成19年 6月 11日 福井・坂井医療田

福井県 医療法人福井心臓血圧センター福井循環器病院 平成21年 3月 31日 福井・ 坂井医療圏

長野県 社会医療法人慈泉会相澤病院 平成13年 8月 2日 松本医療日

長野県 独立行政法人国立病院機構長野病院 平成14年 11月 14日 上小医療日

長野県 諏訪赤十字病院 平成14年 11月 14日 阪訪医療田

長野県 長野赤十字病院 平成15年 8月 5日 腱野医療田

長野県 飯田市立病院 403 平成16年 7月 30日 販伊医療目

長野県 独立行政法人日立病院機構まつもと医療センター松本病院 243 平成21年 10月 14日 公本医療日

岐阜県 皮阜市民病院 609 平成19年 2月 9日 岐阜医療田

岐阜県 社会医療法人厚生会 木沢記念病院 452 平成 20年9月 22日 中濃医療日

岐阜 県 咬阜県総合医療センター 590 平成22年4月 1日 唆阜医療田

岐阜県 岐阜赤十字病院 352 平成21年9月 8日 岐阜医療田

岐阜県 皮阜県立多治見病院 平成22年4月 1日 東濃医療日

133 静岡県 静岡県立こども病院 平成21年4月 1日 静岡医療日

134 静岡県 県西都浜松医療センター 606 平成 13年 2月 23日 西都医療日

135 静岡県 社会福社法人聖隷福社事業団総合病院聖韓浜松病院 744 平成 16年 6月 29日 西部医療日

静岡県 社会福外■人聖隷福社事業団総合繰 隷三方原病院 平成16年 6月 29日 田部 医療日

静岡県 浄岡市立静岡病院 506 平成 18年 9月 21日 浄岡医療田

静岡県 浄岡県立総合病院 平成 2拍

“

月 1日 浄岡医療日

静岡県 召津市立病院 5CXl 平成20年7月 8日 険東田方医療日

140 静岡県 兵松赤十字病院 平成21年9月 18日 田部医療日

静岡県 尭津市立総合病院 486 平成22年9月 14日 志太榛原医療日

142 静岡県 籐枝市立総合病院 594 平成22年9月 14日 志太棒原医療目

143 静岡県 い岡赤十字病院 平成22年9月 16日 浄岡医療田

144 静岡県 い岡済生会総合病院 666 平成22年9月 16日 い岡医療田

静岡県 虫立行政法人労働者健康福祉機構浜松労災病院 平成22年9月 17日 西部医療田

146 愛知県 名古屋第二赤十字病院 平成17年 9月 30日 名古屋医療日

愛知県 名古屋第一赤十字病院 852 平成 18年 9月 29日 名古屋医療日

148 愛知県 名古屋共立病院 156 平成 18年 9月 29日 名古屋医療日

愛知県 社会保険中京病院 平成18年 9月 20日 名古屋医療日

150 愛知県 独立行政法人日立病院機構名古屋医療センター 804 平成 19年 9月 26日 名古屋医療田

愛知県 名古屋按済会病院 662 平成19年 9月 26日 名古屋医療日

愛知県 愛知県立循環器呼吸器病センター 286 平成19年 10月 1日 尾張西部医療日

153 愛知県 名古屋記念病院 464 平成21年 3月 25日 名古屋医療田

愛知県 岡崎市民病院 平成21年9月 ‖日 西三河南部医療日

愛知県 愛知県厚生農業協同組合連合会安城更生病院 717 平成22年 9月 27日 西三河南部医療田

二重県 早生連鈴鹿中央総合病院 460 平成16年 3月 8日 北勢保健医療日

二重県 撃生連松坂中央総合病院 440 平成 16年 3月 8日 南勢志摩医療田

三重県 山田赤十字病院 平成16年 3月 3日 南勢志摩医療田

三重県 忍賜財団済生会松阪総合病院 430 平成21年7月 14日 南勢志摩医療田

二重県 自立行政法人国立病院機構二重中央医療センター 500 平成22年8月 26日 中勢伊賀医療田

滋賀県 大津赤十字病院 824 平成15年 6月 26日 大津保健医療田

7・E賀 県 大津市民病院 506 平成 15年 6月 26日 大津保健 医療日

滋賀県 斉生会滋賀県病院 平成 21年6月 17日 胡南保健医療日

164 滋賀県 長浜赤十字病院 549 平成21年6月 17日 胡北保健医療日

滋賀県 近江八幡市立総合医療センター 平成21年6月 17日 東近江保健医療日
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京都府 京都第二赤十字病院 680 平成18年 4月 1日 京都・ 乙訓医療日

京都府 東都第一赤十字病院 フ45 平成18年 12月 27日 京都・ 乙]‖医療日

京都府 武田病院 300 平成18年 12月 27日 京都・ 乙ヨ‖医療日

京都府 車都府立与謝の海病院 平成18年 12月 27日 呼後医療日

京都府 虫立行政法人国立病院機構京都医療センター 600 平成20年8月 19日 京都・ 乙]1医療日

京都府 斉生会京都府病院 350 平成20年8月 19日 京都・ 乙〕‖医療田

京都府 堕立行政法人国立病院機構舞鶴医療センター 550 平成20年3月 19日 中丹医療日

京都府 京都市立病院 548 平成21年 9月 1日 京都・ 乙〕‖医療田

大阪府 D橘 会東住吉森本病院 平成15年 2月 28日 大阪市医療日

大阪府 ll医 )ペガサス馬場記念病院 平成15年 2月 28日 界市医療日

大阪府 ベルランド総合病院 522 平成20年 11月 21日 堺市医療日

177 大阪府 社医)愛仁会高槻病院 平成17年 12月 28日 三島医療日

大阪府 →在日本南ブレた
・
74Jr｀治琥定り:!ヤリ小教病院 平成17年 12月 28日 大阪市医療田

大阪府 医療法人若弘会若草第一病院 平成 18年 12月 28日 中河内医療目

大阪府 厚生年金事業振興団大阪厚生年金病院 平成19年 12月 28日 大阪市医療田

大阪府 有中病院 380 平成19年 12月 28日 泉州医療田

大阪府 社団法人全国社会保険協会連合会星ヶ丘厚生年金病院 平成19年 12月 28日 北河内医療日

大阪府 医療法人仙養会 北摂線合病院 平成20年 11月 21日 三島医療田

大阪府 地方独立行政法人大阪府立病院機構  大阪府立急性期・ 総合医療センター 平成20年 11月 21日 大阪市医療日

大阪府 独立行政法人目立病院機構 大阪医療センター 平成20年 11月 21日 大阪市医療日

大阪府 独立行取法人日立病院機構 大阪南医療センター 平成20年 11月 21日 南河内医療晨

大阪府 市立池田病院 364 平成2:年 11月 30日 豊能医療田

大阪府 土会福祉法人思賜財団大阪府済生会攻田病院 500 平成21年 1:月 30日 豊能医療日

大阪府 ぬ下記念病院 平成21年 11月 30日 北河内医療目

190 大阪府 た阪赤十字病院 1021 平成21年 11月30日 大阪市医療日

大阪府 阪ヽ市立総合医療センター :063 平成21年 11月 30日 大阪市医療田

大阪府 け団法人田附興風会医学研究所北野病院 平成21年 11月 30日 大阪市医療日

大阪府 箕面市立病院 平成22年 11月 19日 豊能医療日

大阪府 大阪市立豊中病院 平成2年 11月 19日 豊能医療目

大阪府 オ団法人大阪府警察協会 大阪警察病院 580 平成22年 11月 19日 大阪市医療日

196 大阪府 単和田市立岸和田市民病院 400 +fr22+rIF reE 泉州医療日

兵庫県 兵庫県立淡路病院 452 平成 13年 :0月 22日 淡路医療日

兵庫県 神戸赤十字病院 平成 19争月 27日 神戸医療日

兵庫県 社団法人明石医師会立明石医ntン ター 247 平成 21年3月 18日 東播磨医療日

200 兵庫県 中戸市立医療センター中央市民病院 平成21年 12月 16日 神戸医療田

兵庫 県 R庫県立こども病院 290 平成21年12月 16日 神戸医療日

202 兵庫県 R庫県立西宮病院 400 平成21年12月 16日 猥神南医療目

203 兵庫県 庵庫県立尼崎病院 500 平成21年 12月 16日 猥神南医療臼

204 兵庫県 法立行政法人労働者健康福祉機構関西労災病院 平成21年 12月 16日 販神南医療日

205 和歌山県 餞立行政法人労働者健康福祉機構和歌山労災病院 平成16年 5月 24日 和歌山医療日

206 和歌山県 自立行政法人口立病院機構和歌山病院 平成18年 6月 12日 御坊医療田

和歌山県 日本赤十宇社和歌山医療センター 平成18年 12月 13日 和歌山医療日

208 和歌山県 凄立行政法人日立病院機構南和歌山医療センター 平成19年 6月 7日 田辺医療田

209 鳥取県 畠立行政法人労働者健康福祉機構山陰労災病院 380 平成20年7月 15日 西都医療日

鳥取県 鳥取赤十字病院 438 平成20年 7月 15日 東部医療田

鳥取県 鳥取県立中央病院 平成21年 7月 28日 東部医療田

鳥取県 餃立行政法人国立病院機構米子医療センター 平成22年8月 18日 西部医療日

島根県 臨田地域医療センター医師会病院 平成10年 10月 30日 益田医療圏

島根県 凄立行政法人国立病院機構浜田医療センター 平成21年 10月 2フ 日 兵田医療日

島根県 公江赤十字病院 平成 21年 10月 27日 公江医療田

島根県 益田赤十字病院 327 平成19年 8月 7日 益田医療田

岡山県 蜀山中央病院 平成13年 3月 30日 晨南東部医療圏

岡山県 赤磐医師会病院 平成16年 7月 1日 桑南東部医療日

岡山県 虫立行政法人目立病院機構岡山医療センター 平成19年 10月 2日 果南東部医療日

220 岡山県 虫立行政法人労働者健康福祉機構岡山労災病院 平成19年 10月 2日 桑南東部医療田

岡山県 b臓病センター樹原病院 平成19年 10月 2日 晨南東部医療日
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222 岡山県 倉敷中央病院 平成20年6月 5日 晨南西部医療田

広島県 呉市医師会病院 207 平成11年 11月 17日 員医療圏

広島県 三原市医師会病院 200 平成 11年
"月
17臓 尾三医療圏

225 広島県 厚生連廣島総合病院 570  1平 成 10年 8月 12日 広島西 医療画

226 ,広島県 独立行取農人画立病院機構福山医療センター 4io I +rqriq:r$Hrt i'l 福山‐■中医療濃

122シ | 一卜
」

二
1宇・ 葉爆病院 1211i lよ
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醸

--*i--
.:.:i': よ姜 1■  |■ 二広島病院

1島■ 1狂1111政法メ饉立痛演柱構昇轟覆tン ター
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i 233

tt zsa

広島県

広島県

広島市立安佐市民病院

独立行政法人労働者健康福祉機構中国労災病院 410 ≪論篤憶番`
235 広島県 国会公務員共済組合連合会 広島記念病院 平成 21年 2月 13日 医療圏

広島県 国家公務員共済組合連合会 呉共済病院 440 平成21年 8月 12日 呉医療圏

広島県 独立行政法人国立病院機構東広島医療センター 平成21年 8月 12日 広島中央医療圏

広島県 福山市民病院 4al 平成21年 8月 12日 福山・ 府中医療圏

239 山口県 岩国市医療センター医師会病院 平成 10年 12月 21日 岩国医療圏

240 山口県 徳山医師会病院 平成13年 12月 3日 周南医療日

山口県 独立行政法人日立病院機構岩国医療セ ンター 580 平成20年4月 30日 岩国医療日

山口県 独立行政法人労働者健康福祉機構 山口労災病院 平成21年 4月 30日 事部・ Jヽ野田医療日

243 徳島県 徳島赤十字病院 405 平成13年 10月 1日 南部 I医療目

244 徳島県 阿南医師会中央病院 240 平成13年 10月 1日 南部 1医療田

245 徳島県 徳島県立中央病院 500 平成18年 3月 6日 東部 I医療日

徳島県 春植協同病院 平成22年11年 1月 東都 Ⅱ医療田

徳島県 徳島市民病院 平成20年 11月 27日 東部 I医療田

248 香川県 医療法人財団大樹会総合病院回生病院 402 平成18年 7月 25日 中讀保健医療圏

249 香川県 独立行政法人労働者健康福祉機構香川労災病院 394 平成 19年 7月 24日 健 医療田

250 香川県 高松赤十字病院 平成 19年 11月 22日 自松保健医療圏

香川県 香川県立中央病院 平成22年7月 29日 自松保健医療日

252 愛媛県 喜多医師会病院 平成11年 8月 11日 大洲医療田

253 愛媛 県 松山赤十字病院 平成 17年 5月 23日 山医療圏

254 愛媛県 松山県立中央病院 864 平成22年 10月 29日 公山医療日

高知県 社会医療法人近森会 近森病院 338 平成15年 2月 25日 中央医療目

高知県 高知赤十字病院 482 平成17年 8月 16日 中央医療圏

高知県 高知県・ 高知市病院企業団立高知医療センター 632 平成19年 4月 25日 中央医療田

福岡県 宗像医師会病院 平成12年 3月 31日 宗像医療圏

福岡県 調倉医師会病院 3∞ 平成12年 3月 31日 朝倉医療圏

260 福岡県 糸島医師会病院 1511 平成15年 3月 13日 福岡・ 糸島医療圏

福岡県 独立行政法人国立病院機構九州医療センター 平成16年 2月 27日 福岡・ 糸島医療田

262 福岡県 社会保険小倉記念病院 658 平成17年 4月 1日 北九州療内医療圏

福岡県 新日鐘八幡記念病院 453 平成17年 4月 1日 北九州療内医療圏

264 福岡県 戸畑共立病院 平成17年 4月 1日 北九州療内医療田

福岡県 飯塚病院 1116 平成 17年 4月 1日 飯塚療内医療圏

福岡県 公立学校共済組合九州中央病院 平成18年 4月 1日 福岡・ 糸島医療圏

26フ 福岡県 嘔岡市立こども病院・ 感染症センター 平成19年 9月 1日 福岡・ 糸島医療圏

福岡県 独立行政法人国立病院機構福岡東医療センター 平成 19年 4月 19日 粕屋 医療圏

福岡県 福岡大学筑紫病院 平成 19年 4月 19日 筑紫医療圏

270 福岡県 九州厚生年金病院 575 平成 19年 4月 19日 北 九州 医療圏

福岡県
践立行政法人国立病院機構小倉病院(2008101独 立行政法人目立病院機輌小倉医
菫■ ′`々 _ヘ タ 漱 泰 百 ヽ

400 平成20年 4月 1日 北九州医療圏   |

福岡県 医療法人徳洲会福岡徳洲会病院 600 平成20年 4月 1日 筑紫 医療圏

273 福岡県 聖マリア病院 1354 平成20年 4月 1日 久留米医療圏

274 福岡県 ヨ家公務員共済組合連合会浜の町病院 520 平成 21年 4月 1日 福岡・ 糸島医療日

275 福岡県 陸立行政法人労働者健康福祉機構九州労災病院 535 平成21年4月 1日 北九州医療圏

福岡県 材団法人健和会健和会大手町病院 平成21年 4月 1日 北九州医療圏

277 福岡県 医療法人天神会新古賀病院 202 平成22年4月 1日 久留米医療日
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福 岡県 訴行橋病院 246 平成22年4月 1日 京築医療田

福岡県 喜岡県済生会福岡総合病院 380 平成22年4月 1日 福岡・ 糸島医療田

280 佐賀県 独立行政法人国立病院機構嬉野医療センター 平成18年 10月 31日 南部保健医療日

佐賀県 吾津赤十字病院 337 平成 19年 7月 31日 北部保健医療圏

佐賀県 地方独立行政法人佐賀県立病院好生館 541 平成22年4月 1日 中部保健医療田

佐賀県 独立行政法人国立病院機構東佐賀病院 平成 22年 11月 16日 東部保健医療圏

長崎県 凄立行政法人日立病院機構長崎医療センター 650 平成15年 3月 25日 県央医療圏

長崎県 長崎県島原病院 平成16年 4月 22日 県南医療田

長崎県 独立行政法人国立病院機構長崎りll棚医療センター 平成16年 6月 15日 県央医療圏

長崎県 長崎市立市民病院 平成17年 10月 1日 長崎医療圏

288 長崎県 医療法人白十字会佐世保中央病院 312 平成20年2月 22日 佐世保医療田

長崎県 建康保険諫早総合病院 平成20年 10月 22日 県央医療圏

長崎県 佐世保市立総合病院 平成22年2月 23日 佐世保医療日

長崎県 社会福祉法人恩賜財団済生会長崎県済生会支部済生会長崎病院 平成22年 10月 19日 長崎医療日

292 熊本県 天草地域 医療センター 平成11年 3月 29日 天草医療圏

熊本県 熊本地域医療センター 平成 12年 7月 28日 熊本医療日

294 熊本県 独立行政法人国立病院機構熊本医療センター 550 平成14年 3月 28日 熊本医療日

熊本県 建康保険人吉総合病院 平成17年 10月 12日 球磨医療日

熊本県 社会福祉法人思賜財団済生会熊本病院 4nl 平成18年 12月 27日 熊本医療日

熊本県 熊本労災病院 平成20年 1月 21日 八代医療日

熊本県 荒尾市民病院 平成21年 7月 28日 有明医療圏

熊本県 熊本赤十字病院 480 平成 22年11月4日 熊本医療田

30C 熊本県 L鹿市立病院 平成 22年 11月4日 鹿本医療日

大分県 た分市医師会立アルメイダ病院 385 平成10年 12月 25日 中部 医療日

302 大分県 ヨ杵市医師会寺¬スモス病院 平成12年 7月 1日 中部医療圏

303 大分県 E療法人敬和会大分岡病院 平成18年 10月 5日 中部医療日

304 大分県 虫立行政法人目立病院機構別府医療センター 550 平成18年 10月 5日 東部医療日

305 大分県 た分県立病院 582 平成21年4月 28日 中部医療日

306 大分県 よ立行政法人国立病院機構大分医療センター 3∞ 平成2年 10月 28日 中部医療田

宮崎県 雪崎市郡医師会病院 248 平成10年 12月 1日 雪崎東諸県医療目

308 宮崎県 5城市郡医師会病院 平成 13年 1月 10日 都城北諸県医療田

309 宮崎県 ■立延岡病院 460 平成 18年 11月 28日 北部医療日

宮崎県 雪崎社会保険病嵐 2m ll社 会保険宮崎江南病院へ名称変更 ) 平成18年 11月 28日 宮崎東諸県医療目

宮崎県 虫立行政法人日立病院機構都城病院 平成21年3月 27日 都城北諸県医療日

鹿児島県 菫児島市医師会病院 255 平成10年 10月 27日 菫児島医療目

鹿児島県 川内市医師会立市民病院 220 平成‖年 1月 31日 ll薩医療日

鹿児島県 出水郡医師会立阿久根市民病院 平成1た田月25日 出水医療目

鹿児島県 鵬島市医師会医療センター 254 平成18年 2月 28日 嗜良医療田

鹿児島県 FF属郡医師会立病院 平成 17年 8月 25日 肝属医療日

鹿児島県 曽於郡医師会立病院 203 平成19年 8月 25日 旨於医療日

鹿児島県 南風病院 平成17年 8月 25日 菫児島医療田

鹿児島県 独立行政法人国立病院機構鹿児島医療センター 平成18年 2月 28日 鹿児島医療日

320 鹿児島県 暴民健康プラザ鹿屋医療センター 平成18年 9月 12日 肝属医療圏

鹿児島県 晨立大島病院 41D 平成19年 8月 31日 大島医療圏

322 鹿児島県 睦立行政法人国立病院機構指宿病院 平成20年3月 25日 南薩医療圏

鹿児島県 晨立薩南病院 平成21年 3月 31日 南薩医療田

沖縄県 医療法人仁愛会浦添総合病院 302 平成13年 6月 26日 南部保健医療日

沖縄県 医療法人敬愛会中頭病院 326 平成16年 11月 18日 中部保健 医療田

326 沖縄県 中縄県立中部病院 550 平成17年 2月 14日 中部保健医療日

沖縄県 社)北部地区医師会病院 平成17年 8月 30日 北部保健医療日

328 沖縄 県 医療法人友愛会豊見城中央病院 356 平成18年 9月 4日 部保健医療日

沖縄県 医療法人かりゆし会ハートライフ病院 300 平成19年 10月 5日 中部保健医療日

330 沖縄県 地方独立行政法人那覇市立病院 平成22年 10月 12日 有部保健医療日
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